
第８回
定時株主総会招集ご通知

2025年6月1日～2026年5月31日

株主総会にご出席の株主様へのお土産はご用意しておりません。
何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。

株主総会運営に大きな変更が生じる場合は、インターネット上の当社ウェブサイトにて
お知らせ申し上げます。

(https://www.bookoffgroup.co.jp/ir/stock/stock2.html)

日時
2026年８月29日（土）午後２時　（受付開始：午後１時30分予定）

場所
東京コンベンションホール（東京都中央区京橋三丁目１番１号　東京スクエアガーデン５階）

議案
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件

　

議決権の事前行使にご協力ください

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

［ 行使期限 ］ 2026年８月28日（金曜日）
午後５時 受付分まで

議決権行使書のQRコードからスマートフォンで行使できます

　

ブックオフグループホールディングス株式会社
証券コード：9278



代表取締役社長

堀 内 康 隆

ごあいさつ
　株主の皆様におかれましては、平素より当社グループの事業活動にご理解、ご支
援を賜りまして、心より御礼を申し上げます。
　2028年5月期に向けた中期経営方針の下、国内ブックオフ事業・プレミアムサー
ビス事業・海外事業を中心に積極的な出店による事業拡大を進めると同時に、今後
の事業拡大に向けた人財確保を進めてまいりました。
　国内ブックオフ事業は、大型複合店「BOOKOFF SUPER BAZAAR」やトレーデ
ィングカード・ホビーを強化したBOOKOFFの出店・リプレイスを進めたほか、新
業態である「あそビバ」などの出店を行いました。デジタル・ネット・店舗の連携
が強化され、公式アプリ会員数は1,000万人を突破、既存店は一年を通じて前年実
績を超えて、利益も大きく伸ばすことができました。
　プレミアムサービス事業はハグオール(hugall)、アイデクト(aidect)の出店を進
める一方で、総合買取窓口は「Rehello(リハロ)by BOOKOFF」への全店リブラン
ディングを進めました。金を中心とした貴金属相場の高騰を背景に買取金額を伸ば
して収益向上に繋げることができました。
　海外事業は、米国において引き続きBOOKOFFの出店で事業規模を拡大し、マレ
ーシアの「Jalan Jalan Japan」では既存店のさらなる発展に向けた見直しを進め
ました。
　また、2026年2月に伊藤忠商事と資本業務提携契約を締結し、未来に向けて成長
スピードを加速させる準備も進めることができた一年となりました。
　これらの結果、2026年5月期の連結業績は、前期に引き続き、売上高、経常利益
ともに過去最高を更新することができました。
　当社グループは、現在を「新たな成長期」と位置づけ、歩みを進めております。
私たちが掲げるミッション「多くの人に楽しく豊かな生活を提供する」を土台に、
私たちのお客様だけでなく、従業員、投資家の皆様、そして私たちが事業を営む社
会にとって価値を提供する企業グループとして、「リユース」を中心に多様な事業
展開による成長と、資源を有効活用する循環型社会の形成を支える「リユース」の
更なる浸透により、自社そして社会のサステナビリティを実現してまいります。
　今後とも引き続きご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。

　

目　次 ………………………
■ 第８回定時株主総会招集ご通知 … ２
■ 議決権行使等についてのご案内 … ４
■ 事前のご質問受付／株主総会の

様子の配信について ………………… ６
■ 株主総会参考書類 ………………… ７
■ ご参考 ……………………………… 13
■ 事業報告 …………………………… 15
■ インターネット上のウェブサイトのみ

に掲載されている事項について …… 19
■ 株主総会会場ご案内図 …………… 末尾
　

本紙に記載していない事業報告の一
部、連結計算書類、計算書類、会計
監査報告及び監査報告は、電子提供
措置をとっている各ウェブサイトに
掲載しております。
詳細は、次ページ以降の「第８回定
時株主総会招集ご通知」をご覧くだ
さい。
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証券コード　9278
2026年８月７日

株 主 各 位
神奈川県相模原市南区古淵二丁目14番20号

ブックオフグループホールディングス株式会社
代表取締役社長 堀 内 康 隆

当社ウェブサイト
https://www.bookoffgroup.co.jp/ir/stock/stock2.html

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス） 
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

1. 日 時 2026年８月29日(土曜日)午後２時（受付開始：午後１時30分予定）
2. 場 所 東京都中央区京橋三丁目１番１号

東京スクエアガーデン５階 「東京コンベンションホール」

第８回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第８回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上げます。

本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）
について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しており
ますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げ
ます。

また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサ
イトにも掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ブックオフ」又は「コ
ード」に当社証券コード「9278」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に
選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

なお、当日のご出席に代えて、インターネット又は郵送(書面)によって議決権を行使す
ることができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2026年８月
28日(金曜日)午後５時までに議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。
［インターネットによる議決権の行使の場合］

当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしてい
ただき、画面の案内に従って、上記の行使期限までに議案に対する賛否をご入力くださ
い。スマートフォン・タブレット端末の場合は、議決権行使書用紙に記載の「ログイン
用QRコード」を読み取ることで、議決権行使ウェブサイトにアクセスできます。
なお、お手続きの際には、後記の「議決権行使等についてのご案内」（４～５ページ）
をご確認くださいますようお願い申し上げます。
［郵送(書面)による議決権の行使の場合］

招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただ
き、上記の行使期限までに到着するようご返送ください。

敬具
記
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3. 目的事項
報告事項

1. 第８期(2025年６月１日から2026年５月31日まで)事業報告、連結計算書
類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第８期(2025年６月１日から2026年５月31日まで)計算書類報告の件
決議事項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件

4. 招集にあたっての決定事項
(1)議決権行使書用紙において、議案に対して賛否の表示をされないときは、賛

成の意思表示をされたものとして取り扱います。
(2)書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インター

ネットによる議決権行使の内容を有効として取り扱います。
(3)インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行

使された内容を有効として取り扱います。

 

株主総会決議ご通知は送付せず、インターネット上の当社ウェブサイトに議決権の行使結果を
掲載させていただきます。　（https://www.bookoffgroup.co.jp/ir/stock/stock2.html）

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受付
にご提出くださいますようお願い申し上げます。

◎駐車場・駐輪場のご用意はございません。

◎本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書
面をお送りいたします。

　なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、イ
ンターネット上の上記の電子提供措置をとっている各ウェブサイトに掲載しておりますので、お送
りする書面には記載しておりません。

①事業報告の当事業年度の事業の状況(事業の経過及び成果)、主要な事業内容、直前３事業年
度の財産及び損益の状況、対処すべき課題、主要な営業所、使用人の状況、主要な借入先の
状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項、株式の状況、新株予約権等の状況、会社
役員の状況(事業年度中に辞任又は解任された役員、責任限定契約の内容の概要、役員等賠
償責任保険契約の内容の概要等、監査等委員の財務及び会計に関する相当程度の知見、重要
な兼職の状況、社外役員に関する事項)、会計監査人の状況、業務の適正を確保するための
体制及び当該体制の運用状況、会社の支配に関する基本方針、特定完全子会社に関する事
項、剰余金の配当等の決定に関する方針

②連結計算書類の連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結注記表
③計算書類の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記表
④連結計算書類に係る会計監査報告、計算書類に係る会計監査報告、監査等委員会の監査報告

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、その旨、修正前及び修正後の事項を上記の電子提供措置
をとっている各ウェブサイトに掲載させていただきます。
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インターネットで議決権を行使される場合

(スマートフォン・タブレット端末の場合は、議決権行使
書用紙に記載の「ログイン用QRコード」を読み取るこ
とで、議決権行使ウェブサイトにアクセスできます。)

行使期限
　2026年8月28日(金曜日) 午後5時まで

　

議決権行使ウェブサイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスし、招
集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に記載された「ログイン
ID」及び「仮パスワード」をご入力いただき、画面の案内に従って議案に
対する賛否をご入力ください。
株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容
の改ざんを防止するため、「仮パスワード」は議決権行使サイト上で任意の
パスワードへの変更が可能です。
株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」及び「仮パスワード」をご
通知いたします。

　

郵送で議決権を行使される場合

行使期限
　2026年8月28日(金曜日) 午後5時到着分まで

招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に、議案に対する賛否
をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。

　

株主総会にご出席される場合

日 時
　2026年8月29日(土曜日) 午後2時

(受付開始:午後1時30分予定)

場 所
　
東京コンベンションホール
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

　

議決権行使等についてのご案内
議決権は、以下の3つの方法により行使いただくことができます。

郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決
権行使の内容を有効として取り扱います。また、インターネットにより複数回にわたり議決権
を行使された場合は、最後に行使された内容を有効として取り扱います。
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インターネットによる議決権行使のご案内

インターネットによる議決権行使に関するお問い合せ 機関投資家の皆様へ

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 ９:00～21:00）

機関投資家の皆様におかれましては、
株式会社ICJの運営する機関投資家向
け議決権電子行使プラットフォームを
ご利用いただくことも可能です。

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってくだ
さい。1

※‌「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力
することなく、議決権行使サイトにログインすることができ
ます。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード
見 本

見 本
議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パス
ワード」を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・
仮パスワード」
を入力

「ログイン」を
クリック
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URL

期限 2026年8月21日(金曜日) 午後5時まで

URL

ID
パスワード

日時 2026年8月29日(土曜日) 午後2時～本株主総会終了まで
●ご視聴のみをしていただける配信です。質疑や決議にご参加いただくことはできません。
●インターネットの接続環境・回線状況等により、ご視聴いただけない場合があります。
●会場側の回線状況やトラブル、その他の事情により、中断又は中止することがあります。
●ご視聴いただく際の通信料等は株主様のご負担となります。

URL https://www.bookoffgroup.co.jp/ir/stock/stock2.html

事前のご質問受付／株主総会の様子の配信について

インターネットによるご質問の事前受付
インターネットを通じて、事前に、株主様からのご質問をお受けいたします。
いただいたご質問のうち、多くの株主様がご関心をお持ちの事項については、
取りまとめたうえで、株主総会において回答をさせていただく予定です。
以下のウェブサイトにアクセスしていただき、必要事項をご入力のうえ送信を
お願いいたします。

株主総会のライブ配信（ご視聴のみ）
株主総会当日、以下のウェブサイト上で株主総会の様子のライブ配信をさせて
いただく予定です。
（ご視聴のみとなります。議決権は行使期限までに事前にご行使ください。）

◎配信の映像は議長席及び役員席付近のみとさせていただきますが、やむを得ず株主様
が映り込んでしまう場合がございますのであらかじめご了承ください。

株主総会のオンデマンド配信
株主総会当日の様子は、後日、以下の当社ウェブサイト上でオンデマンド配信
をさせていただく予定です。
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［株主様に郵送する招集ご通知に記載］

［株主様に郵送する招集ご通知に記載］



株主総会参考書類
■ 第１号議案 剰余金処分の件

当社は、事業の成長、拡大による企業価値の向上を最重要課題として認識すると
ともに、株主の皆様への利益還元を経営上の重要課題の一つと考えております。
　当期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の事業展開等を勘案いたし
まして、以下のとおりといたしたいと存じます。

(１)配当財産の種類
金銭

(２)配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金36円（前期比11円増配）
配当総額　金631,890,180円

(３)剰余金の配当が効力を生じる日
2026年８月31日
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株主総会参考書類

候補者
番号 氏　　名 現在の当社における地位、担当 備　　考

1 ほりうち

堀内
  

　 
やすたか

康隆 代表取締役社長 再 任
　

２ かわぐち

川口
 

　 
よ し こ

佳子 取締役 再 任
　

３ み ず の

水野
 

　 
やすひこ

靖彦 新 任
　

４ た か の

鷹野
 

　 
まさあき

正明 取締役 [社外][独立] 再 任 社 外 独 立
　

５ むらかみ

村上　
か よ

佳代 新 任 社 外 独 立
　

■ 第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員
（５名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役５名の選任
をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役候補者につ
いて適任であると判断しております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）１. 当社は社外取締役との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害
賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社
法第425条第１項に規定する最低責任限度額としており、鷹野正明氏が再任された場合は、同氏
との当該契約を継続する予定であります。また、村上佳代氏が選任された場合は、同氏との間で
同様の契約を締結する予定であります。

２. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任保険契約を
締結しており、当社取締役を含む被保険者の職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追
及に係る請求を受けることによって生ずる損害を当該保険契約によって塡補することとしており
ます（ただし、被保険者による私的利益や便宜供与、違法行為等の場合を除く）。各候補者が取
締役に選任された場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新
時においても同内容での更新を予定しております。

３. 鷹野正明氏は、当社が上場する金融商品取引所が独立性なしとする基準及び当社が独立性なしと
判断する基準に該当しないため、独立役員として同取引所に届け出ており、再任された場合は、
引き続き独立役員とする予定であります。また、村上佳代氏は、当社が上場する金融商品取引所
が独立性なしとする基準及び当社が独立性なしと判断する基準に該当しないため、選任された場
合は独立役員とする予定であります。

４. 村上佳代氏が2020年６月から2024年６月まで社外取締役を務めていたエン・ジャパン株式会社
（現エン株式会社）において、2023年５月に海外連結子会社（中国現地法人）における総経理に
よる預金の私的流用が判明し、その調査過程で過去の社会保険料の未納も確認されました。同社
は、特別調査委員会による調査を実施し、同年７月に調査報告書を受領しました。同氏は、上記
預金の私的流用及び社会保険料未納の各事実を事前には認識しておりませんでしたが、日頃から
取締役会等において法令遵守の視点に立った発言を行っており、判明後も、取締役会等において
グループガバナンスの強化や再発防止に向けた更なるコンプライアンス体制の強化策等について
提言を行うなど、その職責を適切に果たしておりました。

５. 川口佳子氏の戸籍上の氏名は鈴木佳子であります。
６. 村上佳代氏の戸籍上の氏名は金澤佳代であります。
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株主総会参考書類

ほ り

堀
う ち

内
 

　
や す

康
た か

隆
再任候補者

　

候補者
番　号 1
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1999年    4 月 中央クーパース＆ライブランドコ

ンサルティング㈱（当時）入社
    2004年    8 月 トーマツコンサルティング㈱

（現デロイトトーマツコンサル
ティング合同会社）入社

    2006年    3 月 ブックオフコーポレーション㈱
入社

    2008年    4 月 同社 執行役員管理副本部長
    2009年    6 月 同社 取締役執行役員管理本部長
    2012年    4 月 同社 取締役執行役員 兼 経営企

画部長

    2013年    4 月 同社 取締役執行役員
    2015年    4 月 ブックオフオンライン㈱

（当時） 代表取締役社長
    2016年    1 月 ㈱ブクログ 代表取締役社長
    2016年    3 月 ブックオフコーポレーション㈱

取締役執行役員 兼 経営企画部
長

    2017年    4 月 同社 取締役執行役員
    2017年    4 月 同社 代表取締役社長（現任）
    2018年    10月 当社 代表取締役社長（現任）

　

生年月日
1976年４月28日

所有する当社の株式数
54,100株

取締役在任年数（本定時株主総会終結時）
７年11ヶ月

2025年度における取締役会への出席状況
13／13回（100％）
候補者と当社との特別の利害関係

ありません。　
候補者とした理由

当社の代表取締役社長として強力なグループマネジメントを行うとともに、迅速な業務執行に向けて、従前からの権限委譲
をさらに推し進めて事業別の分社化をスタートさせるなど、事業・組織の変革を行いながら、業績の拡大を継続して実現し
ております。
資本効率の向上、後継者の育成、企業ポートフォリオの変革など、持続可能な成長と企業価値の更なる拡大に向けたリーダ
ーシップの発揮が引き続き期待できることから、取締役候補者といたしました。

候補者から株主の皆様へ
現在掲げている中期経営方針の下、直近2期連続で連結売上高、連結経常利益の過去最高を更新することができました。
また、2026年2月に伊藤忠商事と資本業務提携をし、パートナーシップを活かして成長を加速させる動きも進んでおりま
す。
引き続き「国内ブックオフ事業」「プレミアムサービス事業」「海外事業」を軸に多様な事業展開への挑戦と人財育成によ
り、事業ポートフォリオの変革と持続可能な成長を続ける企業グループの実現に向けて邁進してまいります。

　

か わ ぐ ち

川口
 

　
よ し

佳
こ

子　（戸籍上の氏名：鈴木佳子）

再任候補者

　

候補者
番　号 ２
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1985年    ４月 ㈱福武書店（現㈱ベネッセコー

ポレーション）入社
    2008年    ４月 ㈱東京個別指導学院出向

同社 人財本部副本部長
    2011年    ３月 ベルリッツ・ジャパン㈱出向

同社 サービス開発室室長
    2013年    ４月 ㈱サマンサタバサジャパンリミ

テッド入社　同社人事企画部長
    2016年    ６月 同社 執行役員

    2019年    ５月 ㈱THEグローバル社入社
同社 人事部長

    2022年    ９月 ㈱ＡＯＫＩホールディングス入社
同社 執行役員

    2023年    6 月 同社 取締役執行役員
    2025年    8 月 当社 取締役（現任）

ブックオフコーポレーション㈱ 
取締役（現任）
ビーアシスト㈱ 代表取締役社
長（現任）　

生年月日
1961年11月３日

所有する当社の株式数
1,000株

取締役在任年数（本定時株主総会終結時）
１年

2025年度における取締役会への出席状況
13／13回（100％）
候補者と当社との特別の利害関係

ありません。　
候補者とした理由

人事・労務及び教育領域における豊富な経験と高い専門性を背景に、役員の選任・サクセッション・報酬等に関する事項の
支援と、グループ全体の経営体制を継続的に支える次世代幹部人財の育成・最適配置等に関する制度の検討・設計整備を推
進しております。
人的資本経営の知見に基づく、経営戦略と人財戦略の連動（事業ポートフォリオと人財ポートフォリオの連動、人的投資と
業績KPIの連動等の）強化の実現により、当社の持続可能な成長と企業価値の更なる拡大への寄与が期待できることから、
引き続き取締役候補者といたしました。

候補者から株主の皆様へ
当社グループは、創業以来その理念により、サステナブル経営と従業員のウェルビーイングを両立させて参りました。現
在、グループ中期経営方針に掲げる事業ポートフォリオの拡大を進めるため、多様な人財が持つ経験や能力を事業成長につ
なげる人的資本経営を推進しております。
今後も、従業員一人ひとりが力を発揮できる環境を整備し、人への投資と事業成果との結びつきを強め、中長期的な企業価
値の向上を目指して参ります。
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株主総会参考書類

み ず

水
の

野
 

　
や す

靖
ひ こ

彦
新任候補者

　

候補者
番　号 ３
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    2002年    ４月 松下電器産業㈱（現パナソニッ

クホールディングス㈱）入社
    2011年    １月 ㈱ファーストリテイリング入社
    2013年    11月 ㈱テイクアンドギヴ・ニーズ入

社
    2015年    ８月 ㈱ライフドリンクカンパニー入

社 同社執行役員管理本部長
    2018年    10月 三井農林㈱入社 同社コーポレ

ートグループリーダー

    2019年    ８月 ㈱プレアス設立
同社代表取締役社長（現任）

    2021年    １月 アジャイルメディア・ネットワ
ーク㈱（現CRAVIA㈱）監査役

    2022年    ６月 ㈱絵本ナビ 取締役CFO
    2022年    ８月 アジャイルメディア・ネットワ

ーク㈱（現CRAVIA㈱）取締役
（監査等委員）

　

生年月日
1975年８月15日

所有する当社の株式数
0株

候補者と当社との特別の利害関係
ありません。　

候補者とした理由
多様な業種の事業会社における経理・財務、経営企画、管理部門統括、IPO準備、資金調達、IR、M&A等の経験を経て、中
小企業・スタートアップ企業等の支援を行うなど、財務・管理部門における専門知識と豊富な実務経験を有しております。
ファイナンス戦略への造詣と企業経営に対する大局観から、当社の資本効率・財務健全性の向上、コーポレート機能の強
化、事業子会社経営の支援・伴走等が期待できることから、更なる企業価値の拡大と持続的成長のために適任であると判断
し、取締役候補者といたしました。

候補者から株主の皆様へ
当社グループがさらなる事業成長フェーズを迎える中、新たな付加価値を創造する「攻めの経営」の推進が不可欠です。
同時に、事業拡大を支える強固なグループ経営の推進とガバナンス強化という「守り」も重要性を増しています。
この「攻め」と「守り」を高い次元で両立させ、最適なバランスを保ちながら持続的な企業価値の向上に尽力してまいりま
す。

　

た か

鷹
の

野
 

　
ま さ

正
あ き

明
再任候補者

社外取締役候補者
独立役員候補者　

候補者
番　号 ４
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1981年    4 月 ㈱伊勢丹（現㈱三越伊勢丹）入社
    2007年    4 月 同社 松戸店長
    2009年    4 月 同社 執行役員伊勢丹新宿本店長
    2011年    4 月 ㈱新潟三越伊勢丹 代表取締役

社長執行役員
    2014年    4 月 ㈱三越伊勢丹 常務執行役員伊

勢丹新宿本店長
    2017年    10月 ㈱ぐるなび入社

同社 副社長執行役員新規事業担当

    2018年    6 月 同社 取締役副社長執行役員企
画開発本部副本部長 兼 同本部
「食と観光」事業推進部門長

    2019年    1 月 同社 顧問
    2020年    6 月 ㈱ウィザス 社外取締役
    2020年    6 月 当社 社外取締役（現任）
    2023年    4 月 ㈱川徳 取締役
    2023年    6 月 ㈱たち吉 代表取締役社長
    2026年    ７月 同社 取締役相談役（現任）　

生年月日
1958年12月16日

所有する当社の株式数
0株

取締役在任年数（本定時株主総会終結時）
6年２ヶ月

2025年度における取締役会への出席状況
13／13回（100％）
候補者と当社との特別の利害関係

ありません。　
候補者とした理由・期待される役割の概要

大手百貨店グループにおける店舗マネジメント・子会社経営の経験と、最新の小売トレンド・富裕層ビジネス・顧客目線の
マーケティング・現場のガバナンス・人財育成等に関する深い知見を有しており、当社の経営方針・事業計画等に関して、
実務も踏まえた意見を数多く頂戴しております。
また、指名・報酬に関する委員会のメンバーとして、役員の選任と今後のサクセション方針・経営チームの構成・グループ
幹部人財の育成等に関しても数多くの意見を頂戴しております。
今後も、独立した視点から、経営への助言と適切な監督を行っていただくことが期待できることから、引き続き取締役候補
者といたしました。

候補者から株主の皆様へ
ご存じの通り、生成ＡＩなどの社会インフラの急速な発展や変革は顧客の生活スタイルだけでなく企業の事業運営のあり方
をも根本から大きく変えつつあります。
我々の主業であるリユースマーケットは引き続き拡大するとの予測がありますが、そのプロセスは今までの経験は参考にな
らない程変化していくことは明らかであると感じています。
そのような未知の環境のなかで当社がどのように顧客と向き合ってその存在感を発揮していくか・・・。
この点に注力して引き続きモニタリングを行ってまいります。
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株主総会参考書類

む ら か み

村上
 

　
か

佳
よ

代　（戸籍上の氏名：金澤佳代）

新任候補者
社外取締役候補者
独立役員候補者　

候補者
番　号 ５
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1996年    12月 ㈲エムケイコネット設立
    2001年    ５月 ネットイヤーグループ㈱入社
    2007年    ３月 カルチュア・コンビニエンス・

クラブ㈱入社
    2012年    ９月 楽天㈱（現楽天グループ㈱）入

社
    2013年    ９月 P.G.C.Dジャパン㈱（現㈱ペ

ー・ジェー・セー・デー・ジャ
パン）入社

    2016年    10月 ㈱シナプス入社
    2020年    ６月 エン・ジャパン㈱（現エン㈱）

社外取締役

    2020年    ７月 Kazu and Company合同会社 
代表社員CEO（現任）

    2023年    ４月 一般財団法人沖縄ITイノベーシ
ョン戦略センター アドバイザ
リーフェロー（現任）

    2023年    ５月 ㈱三陽商会 社外取締役（現
任）

    2024年    ６月 プレス工業㈱ 社外取締役（監
査等委員）（現任）

    2025年    ６月 文化シヤッター㈱ 社外取締役
（現任）

　

生年月日
1967年９月16日

所有する当社の株式数
0株

候補者と当社との特別の利害関係
ありません。　

候補者とした理由・期待される役割の概要
長年にわたり企業の内外でデジタル・IT・ネットビジネス、マーケティング等の実務及び支援に従事されるとともに、経営
知見をもって多様な上場企業の社外取締役も務められるなど、専門知識とコーポレートガバナンスを含めた知見・実務経験
を持たれております。
当社の経営全般に対する客観的かつ実効性の高い監督を行っていただくとともに、デジタル・IT戦略、マーケティング領域
に対して、独立した立場から有益な助言と提言をいただくことが期待できることから、更なる企業価値の拡大と持続的成長
のために適任であると判断し、取締役候補者といたしました。

候補者から株主の皆様へ
企業が持続的に成長するためには、変化する社会やお客様の期待を的確に捉え、挑戦を続けることが重要だと考えていま
す。
ブックオフグループは、リユース事業を通じて循環型社会の実現に貢献するとともに、人々の暮らしに新たな価値を提供し
続けている企業であり、その成長の可能性に大きな魅力を感じています。
これまで経営、マーケティング、デジタル領域で培ってきた経験と知見を活かし、独立した立場から建設的な対話を重ね、
経営のより良い意思決定を支えてまいりたいと考えています。株主の皆様からの信任にお応えできるよう、企業価値と株主
価値の向上に誠実に貢献してまいります。
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株主総会参考書類

み や は ら

宮原
 

　さつき
再任候補者

社外取締役候補者
独立役員候補者　

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1990年    10月 監査法人朝日新和会計社（現有

限責任あずさ監査法人）入所
    1994年    3 月 公認会計士登録
    2006年    5 月 あずさ監査法人（現有限責任あ

ずさ監査法人）パートナー就任
    2019年    7 月 日本公認会計士協会常務理事
    2019年    8 月 アジア太平洋会計士連盟ボー

ド・メンバー
    2024年    7 月 有限責任あずさ監査法人退所

    2024年    11月 当社社外取締役（監査等委員）
（現任）

    2025年    3 月 キヤノンマーケティングジャパ
ン㈱社外取締役（現任）

    2026年    6 月 野村不動産ホールディングス㈱
社外取締役（監査等委員）（現
任）

　

生年月日
1966年５月8日

所有する当社の株式数
０株

取締役監査等委員在任年数（本定時株主総会終結時）
１年９ヶ月

2025年度における取締役会への出席状況
13／13回（100％）

2025年度における監査等委員会への出席状況
16／16回（100％）

候補者と当社との特別の利害関係
ありません。　

候補者とした理由・期待される役割の概要
公認会計士として大手監査法人における長年の豊富かつグローバルな実務経験と、財務・企業会計に関する高度な専門的・
国際的知見を有しており、会計面及び事業リスクに関する確認を適宜行うことで適切に経営を監督いただいております。
また、指名・報酬に関する委員会のメンバーとしても、客観的かつ率直な意見を数多く頂戴しております。
今後も、新鮮かつ中立的な視点から、専門性と国際感覚に基づく意見・助言・適切な監督を行っていただくことが期待でき
ることから、引き続き監査等委員である取締役候補者といたしました。

候補者から株主の皆様へ
私は就任以来、公認会計士としての専門的知見を活かし、監査等委員として取締役会における意思決定の適正性および透明
性の確保に努めてまいりました。今後も、財務・会計およびガバナンスの観点から、経営の健全性向上に貢献してまいりま
す。また、世界的にリユースの価値が浸透しつつある中、ブックオフグループが中長期的に企業価値を高め、持続的な成長
を実現できるよう、建設的な議論を通じて後押ししてまいります。
株主の皆様のご期待に応えるべく、引き続き職責を果たしてまいる所存です。

　

■ 第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件

　監査等委員である取締役宮原さつき氏は、本総会終結の時をもって任期満了とな
りますので、監査等委員である取締役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）１. 当社は社外取締役との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害
賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社
法第425条第１項に規定する最低責任限度額としており、宮原さつき氏が再任された場合は、同
氏との当該契約を継続する予定であります。

２. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任保険契約を
締結しており、当社取締役を含む被保険者の職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追
及に係る請求を受けることによって生ずる損害を当該保険契約によって塡補することとしており
ます（ただし、被保険者による私的利益や便宜供与、違法行為等の場合を除く）。候補者が取締
役に選任された場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時
においても同内容での更新を予定しております。

３. 宮原さつき氏は、当社が上場する金融商品取引所が独立性なしとする基準及び当社が独立性なし
と判断する基準に該当しないため、独立役員として同取引所に届け出ており、再任された場合は
引き続き独立役員とする予定であります。

以上
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区分 氏名 企業経営 マーケ
ティング 業界知識 IT・テク

ノロジー
財務
会計

コンプライ
アンス

リスク
マネジメント

人財育成
ダイバーシティ

環境
社会 ガバナンス

取締役

堀 内 康 隆 ● ● ● ● ●
川 口 佳 子 ● ● ● ●
水 野 靖 彦 ● ● ● ● ●
鷹 野 正 明 ● ● ● ● ● ●
村 上 佳 代 ● ● ● ●

監査等
委員で
ある
取締役

田 村 英 明 ● ● ●
宮原さつき ● ● ●
辻 井 康 裕 ● ● ●

ご参考
取締役のスキル・マトリックス
　本定時株主総会において、第２号議案及び第３号議案が原案どおり承認可決された場
合の取締役会の構成及び、各取締役の有する主な知識、経験、能力及び専門性は、以下
のとおりです。

※男性５名　女性３名　（役員のうち女性の比率37.5％）

※上記の内容は、各取締役の有する全ての知識・経験・能力及び専門性を表すものではありません。

取締役候補者の指名等について
　社長及び独立社外取締役３名で構成する指名諮問委員会は、本定時株主総会における
取締役候補者について検討を行い、監査等委員会にも取締役候補者を通知した上で、そ
の結論を取締役会に対して答申いたしました。取締役会は、その答申を踏まえて審議を
行い、取締役候補者を決定いたしました。なお、監査等委員である取締役候補者につい
ては、監査等委員会の同意を得ております。

コーポレートガバナンス・コードに関する当社の取り組み
　当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則の実施状況を「コーポレートガバ
ナンス・コードに関する当社の取り組み」として開示し、インターネット上の当社ウェ
ブサイトに掲載しております。
https://www.bookoffgroup.co.jp/sustainability/top/governance/
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ご参考

社外取締役の独立性判断基準
　ブックオフグループホールディングス株式会社（以下「当社」）は、社外取締役が次
のいずれかの項目に該当する場合、独立性に欠けると判断する。

1. 現在又は過去１年以内において、当社及び当社の子会社（以下「当社グループ」）の
「取引をすみやかに停止することのできない現在の取引先」又は「取引先が当社グル
ープとの取引をすみやかに停止することができないその現在の取引先」における業務
執行取締役、執行役、執行役員その他これらに準じる方及び使用人（以下「業務執行
者」）である／あった。

2. 現在又は過去１年以内において、当社グループの「契約関係をすみやかに解消するこ
とのできない現在の報酬支払先」又は「報酬支払先が当社グループとの契約関係をす
みやかに解消することのできないその現在の報酬支払先」である団体に所属する専門
家である／あった。

3. 過去10年以内において、当社の現在の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役であ
った。

4. 過去10年以内において、当社の現在の親会社の監査役であった。
5. 過去10年以内において、当社の現在の兄弟会社の業務執行者であった。
6. 現在又は過去１年以内において、当社グループから役員報酬以外に年間240万円以上
の金銭その他の財産を得ている／いた。

7. 配偶者又は二親等内の親族が項目1.から前項目までのいずれかである／あった。
8. 過去１年以内において、配偶者又は二親等内の親族が当社の業務執行者又は非業務執
行取締役であった。

9. 現在又は過去１年以内において、配偶者又は二親等内の親族が当社の子会社の業務執
行者又は非業務執行取締役である／あった。

10.当社の議決権比率10％以上の株式を保有している。（法人である場合はその業務執行
者である。）

11.当社グループの業務執行者が社外取締役に就任している法人の業務執行者である。
12.当社グループより受け取りをすみやかに停止することができない寄付を受領してい
る。（団体の場合はその業務執行者である。）

13.現在又は過去１年以内において、当社の現在の「その他の関係会社」又は「その他の
関係会社の親会社又は子会社」の業務執行者である／あった。

14.当社における社外取締役としての在任期間が通算10年を超える。
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事業報告（2025年6月1日から2026年5月31日まで）

1.企業集団の現況
(1)当事業年度の事業の状況
①設備投資の状況

　当連結会計年度の設備投資総額は3,266百万円（店舗賃借に係る差入保証金・リース資
産を含む）であり、その主なものは、新規出店、既存店リニューアル及び店舗譲受による
店舗網の拡充のほか、販売管理システム、販売サイト及び会員アプリ関連等のIT投資によ
るものであります。

②資金調達の状況
　当連結会計年度は、前連結会計年度に引き続き、新規出店及び改装のほか、販売管理シ
ステムの開発等による新たな資金需要に対し、グループ内での資金効率化を進めつつ、金
融機関からの借入金により調達をいたしました。
　これらの結果、金融機関からの当連結会計年度末借入金残高は16,958百万円（前連結
会計年度末比404百万円減）、社債残高は4,340百万円（前連結会計年度比660百万円
減）となりました。

③事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当する重要な事項はありません。

④他の会社の事業の譲受けの状況
　該当する重要な事項はありません。

⑤吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当する重要な事項はありません。

⑥他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当する重要な事項はありません。

会社名 資本金 当社
議決権比率 主な事業内容

ブックオフコーポレーション
株式会社 100百万円 100.0％

国内での「BOOKOFF」等店舗の運営
インターネット上での書籍・ソフトメデ
ィア等のリユースショップ「BOOKOFF
公式オンラインストア」の運営

株式会社ブックオフウィズ 47百万円 100.0% 国内での「BOOKOFF」等店舗の運営

株式会社ブックレット 10百万円 100.0% 国内での「BOOKOFF」等店舗の運営

BOK MARKETING
SDN. BHD.

3,800千
マレーシア
リンギット

70.0％ マレーシア国での「Jalan Jalan Japan」
等店舗の運営

BOOKOFF U.S.A. INC. 1,000千
米ドル 100.0％ アメリカ合衆国での「BOOKOFF」等店

舗の運営

(2)重要な親会社及び子会社の状況
①親会社の状況

　該当事項はありません。
②重要な子会社の状況

（注）１. 当連結会計年度末日における当社の連結子会社は、上記の重要な子会社５社を含む14社であ
り、持分法適用関連会社は１社であります。

２. BOOKOFF U.S.A. INC.は、米国事業の拡大に伴い当社グループにおける重要性が高まった
ことから、当事業年度より重要な子会社として記載しております。

③その他重要な企業結合の状況
　該当事項はありません。
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事業報告

氏　名 地位及び担当等
堀 内 康 隆 代表取締役社長
渡 邉 憲 博 　　取締役
川 口 佳 子 　　取締役
鷹 野 正 明 　　取締役　　　　　　　　　　（社外取締役）　　（独立役員）
長 谷 川 　 秀 　 樹 　　取締役　　　　　　　　　　（社外取締役）　　（独立役員）
田 村 英 明 　　取締役（常勤監査等委員）
宮 　 原 　 さ つ き 　　取締役（監査等委員）　　　（社外取締役）　　（独立役員）
辻 井 康 裕 　　取締役（監査等委員）　　　（社外取締役）

区　分 員　数
（名）

報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の額（百万円）
固定報酬 業績連動

報酬等
非金銭
報酬等

取 締 役
（監査等委員を除く）
( う ち 社 外 取 締 役 )

６
(２)

99
(11)

76
(11)

15
(－)

６
(－)

取締役（監査等委員）
( う ち 社 外 取 締 役 )

３
(２)

22
(７)

22
(７) － －

合 計
( う ち 社 外 取 締 役 )

９
(４)

121
(18)

98
(18)

15
(－)

６
(－)

2.会社の現況
会社役員の状況
①取締役の状況（2026年５月31日現在）

男性６名　女性２名　（役員のうち女性の比率25.0％）

（注）１. 取締役鷹野正明氏、長谷川秀樹氏、宮原さつき氏及び辻井康裕氏は、社外取締役でありま
す。

２. 情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて監査の実効性を高め、監
査・監督機能を強化するために、田村英明氏を常勤の監査等委員として選定しておりま
す。

３. 当社は、取締役鷹野正明氏、長谷川秀樹氏及び宮原さつき氏を、当社が上場する金融商品
取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。

４. 川口佳子氏の、戸籍上の氏名は、鈴木佳子であります。

②取締役の報酬等
イ. 当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 上記員数には、2025年８月23日開催の第７回定時株主総会終結の時をもって退任した取締
役（監査等委員を除く）１名及び社外取締役（監査等委員）１名を含み、同終結の時をも
って退任した無報酬の社外取締役（監査等委員）１名及び無報酬の社外取締役（監査等委
員）１名を含んでおりません。

２. 業績連動報酬等の内容は年次業績賞与であり、業績指標の内容及びその額の算定方法等は
「ホ.業績連動報酬等に関する事項」のとおりであります。

３. 非金銭報酬等の内容は当社の株式であり、割当ての際の条件等は「ヘ．非金銭報酬等の内
容」のとおりであります。

４. 取締役（監査等委員を除く）の報酬額は、2021年８月28日開催の第３回定時株主総会にお
いて、年額222百万円以内（うち社外取締役分22.2百万円以内）（使用人兼務取締役の使用
人分給与は含まない）と決議いただいております。また、前述の報酬額とは別枠で、株式
報酬の額として年額20百万円以内、株式数の上限を年２万株以内（社外取締役は付与対象
外）と決議いただいております。当該株主総会終結時点における取締役（監査等委員を除
く）の員数は、７名（うち、社外取締役は４名）です。
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５. 取締役（監査等委員）の報酬額は、2021年８月28日開催の第３回定時株主総会において、
年額36百万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点における取締役（監
査等委員）の員数は、３名（うち、社外取締役は２名）です。

ロ. 当事業年度に支払った役員退職慰労金
　該当事項はありません。

ハ. 社外役員が親会社又は子会社等から受けた役員報酬等の総額
　該当事項はありません。

ニ. 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容についての決
定に関する方針

　当社は、取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の
報酬等の内容についての決定に関する方針を決議しております。当該決議に際しては、
あらかじめ決議する内容について報酬検討委員会へ諮問し、答申を受けております。
　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役（監査等委員である取締役を除く。）の
個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が取締
役会で決議された決定方針と整合していること、並びに報酬検討委員会からの答申が尊
重されていることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しておりま
す。
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容についての決定
に関する方針の内容は次のとおりです。
ａ. 基本方針

・当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等は、職責等及び業績
等を踏まえた適正な水準とする。

・決定にあたっては、客観性と透明性が担保された手続きを経る。
ｂ. 固定報酬に関する方針

・固定報酬は、固定額の金銭により構成する。
・固定報酬の個人別の金額は、役位・職責等を勘案して決定する。

ｃ. 業績連動報酬等に関する方針
・業績連動報酬は、変動する額の金銭による年次業績賞与により構成する。
・年次業績賞与の個人別の金額は、対象期間の業績指標をもとに、あらかじめ定め

た計算式により決定する。
ｄ. 非金銭報酬等に関する方針

・非金銭報酬は、株式報酬である譲渡制限付株式報酬により構成する。
・譲渡制限付株式報酬の個人別の内容は、役位・職責等を勘案して決定する。

ｅ. 報酬等の割合に関する方針
・業績連動報酬と非金銭報酬を合わせた割合は、固定報酬の割合を上回らないもの

とする。
・業務執行から独立した立場にある社外取締役（監査等委員である取締役を除

く。）の報酬は、その職務に鑑み、固定報酬のみで構成する。
ｆ. 報酬等の付与時期及び条件に関する方針

・固定報酬は、年額を12ヶ月に分割して支払う。
・業績連動報酬は、対象期間の業績指標確定ののち、一括して支払う。
・非金銭報酬の付与時期及び条件は、報酬検討委員会での検討を経て取締役会にお

いて決定する。
ｇ. 報酬等の決定の委任に関する事項

・個人別の報酬額は、取締役会の決議により委任された報酬検討委員会において決
定し、その総額等を取締役会に報告する。

・報酬検討委員会は、客観性及び透明性を確保する観点から、社長１名と複数の独
立社外取締役で構成し、その過半数の賛成をもって決議する。
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事業報告

業績指標 基準金額 実績金額
連 結 経 常 利 益 4,000百万円  4,720百万円
連 結 純 利 益 2,200百万円 2,763百万円

ホ. 業績連動報酬等に関する事項
　年次業績賞与は、事業年度毎に定めた連結経常利益及び連結純利益の会社業績基準に
対する達成度に応じて支給額を決定いたします。当該指標を選択した理由は、経営上の
目標達成状況を判断する客観的な指標であるためであります。役位ごとに定められた標
準賞与額（会社業績基準100％達成時に支給される金額）に対し、会社業績基準達成率
に応じて、以下のとおり一定の範囲内で支給額が変動するよう係数を乗じて算出してお
ります。
　当事業年度における会社業績基準及び実績金額は次のとおりであります。

・連結経常利益が基準50％未満又は連結純利益が基準50％未満
標準賞与額の０％

・連結経常利益が基準50％～150％及び連結純利益が基準50％～150％
標準賞与額の20％～200％

ヘ. 非金銭報酬等の内容
　企業価値の持続的な向上をはかるインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との
一層の価値共有を進めることを目的として、取締役（監査等委員である取締役及び社外
取締役を除く。）を対象とする譲渡制限付株式報酬制度を導入しております。
　付与する株式数その他の条件は、株主総会において承認された内容に基づいて報酬検
討委員会で検討され、その答申を受けた取締役会において決定されます。
　付与にあたり、譲渡制限期間中継続して当社の取締役その他一定の地位を務めること
が譲渡制限解除の条件であること、第三者への譲渡、担保権の設定その他一切の処分を
禁止すること及び一定の事由が生じた場合に当社が当該株式の全部又は一部を無償で取
得することなどが含まれる譲渡制限付株式割当契約を、対象の取締役との間で締結して
おります。

ト. 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の決定に係る委任に
関する事項

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等に関しては、取締役
（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容についての決定に関する
方針に基づき、取締役会決議により委任された報酬検討委員会において具体的内容を決
定しております。
　報酬検討委員会は、客観性と透明性を確保する観点から、代表取締役社長堀内康隆と
独立社外取締役である鷹野正明氏、長谷川秀樹氏及び宮原さつき氏によって構成してお
ります。

以上

18



インターネット上のウェブサイトのみに掲載されている事項について

インターネット上のウェブサイトのみに掲載
されている事項について

　本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、
一律に電子提供措置事項を記載した書面をお送りいたします。
　なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、
法令及び当社定款の規定に基づき、インターネット上の電子提
供措置をとっている各ウェブサイトに掲載しておりますので、
お送りする書面には記載しておりません。
（ウェブサイトのアドレスを２ページに記載しております）

①事業報告の当事業年度の事業の状況（事業の経過及び成
果）、主要な事業内容、直前３事業年度の財産及び損益の状
況、対処すべき課題、主要な営業所、使用人の状況、主要な
借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項、
株式の状況、新株予約権等の状況、会社役員の状況（事業年
度中に辞任又は解任された役員、責任限定契約の内容の概
要、役員等賠償責任保険契約の内容の概要等、監査等委員の
財務及び会計に関する相当程度の知見、重要な兼職の状況、
社外役員に関する事項）、会計監査人の状況、業務の適正を
確保するための体制及び当該体制の運用状況、会社の支配に
関する基本方針、特定完全子会社に関する事項、剰余金の配
当等の決定に関する方針

②連結計算書類の連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書、連結注記表

③計算書類の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算
書、個別注記表

④連結計算書類に係る会計監査報告、計算書類に係る会計監査
報告、監査等委員会の監査報告
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株主総会会場ご案内図

　 　

株主総会にご出席の株主様へのお土産はご用意しておりません。
何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。

株主総会運営に大きな変更が生じる場合は、
インターネット上の当社ウェブサイトにおいてお知らせ申し上げます。

(https://www.bookoffgroup.co.jp/ir/stock/stock2.html)
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第 ８ 期

事 業 報 告

自　2025年６月１日
至　2026年５月31日

神奈川県相模原市南区古淵二丁目14番20号

ブックオフグループホールディングス株式会社
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当事業年度の事業の状況

①事業の経過及び成果
　　文中における将来に関する事項は、当連結会計年度の末日現在において判

断したものであります。

　　当社グループは創業時より「事業活動を通じての社会への貢献」と「全従
業員の物心両面の幸福の追求」の２つを経営理念としております。また、経
営理念に基づく当社グループの事業活動を示すミッションとして「多くの人
に楽しく豊かな生活を提供する」を掲げております。

　　このミッションに基づき、拡大するリユース市場の中で私たちの強さを活
かし、リユースのリーディングカンパニーとして循環型社会の形成に貢献す
るとともに、全従業員が自信と情熱を持ち、安心して働き、成長できる会社
になることを目指します。

　　こうした考えのもと、当社グループは2028年５月期を最終年度とする中
期経営方針において、グループの強みである人財育成やサステナビリティへ
の取り組みなどの普遍的な価値を土台とし、「深化領域」と位置付ける国内
ブックオフ事業で、認知度の高さを活用して安定した収益を獲得するととも
に、「探索領域」と位置付けるプレミアムサービス事業、海外事業や新たな
事業に対して投資原資・ノウハウを投入し、経験豊富な人財の輩出によりグ
ループの事業規模拡大と利益成長を進めていくことを定めました。

　　さらに、当連結会計年度においては、2026年２月に伊藤忠商事株式会社
との資本業務提携契約を締結いたしました。本提携により、当社グループの
リユース運営ノウハウや商品・サービス力と、同社グループの国内外の事業
基盤や顧客接点等との連携を進め、既存事業の強化及び将来の事業機会の拡
大に向けた取り組みを推進してまいります。

　　当連結会計年度においては、各事業において出店を継続し、事業拡大を進
めました。国内ブックオフ事業において、不正事案に関する再発防止の取り
組みを進めながらも、持続可能な体制構築のための事業投資を継続し、全て
の事業において、売上高は前連結会計年度を上回り、売上高130,123百万円
（前連結会計年度比9.2％増）となりました。国内ブックオフ事業、プレミ
アムサービス事業において増益となったことにより、経常利益4,720百万円
（前連結会計年度比20.9％増）、親会社株主に帰属する当期純利益2,763百
万円（前連結会計年度比31.5％増）となりました。

　　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

（国内ブックオフ事業）
　　当連結会計年度において、BOOKOFF PLUS１店舗（登別店）、

BOOKOFF８店舗（苫小牧見山店、恵庭バイパス店、旭川永山店、旭川旭
神店、旭川旭町店、千歳サーモン橋店、札幌山鼻店、苫小牧柳町店）をFC
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加盟店より受管しました。またBOOKOFF SUPER BAZAAR３店舗（トラ
イアル伊勢崎中央店、ゆめまち習志野台モール店、野田店）、BOOKOFF
１店舗（シーナシーナ琴似店）、BOOKOFF FASHION１店舗（立川栄
店）、あそビバ１店舗（横浜ビブレ店）を出店しました。

　　直営既存店においてトレーディングカード・ホビーや貴金属・腕時計・ブ
ランドバッグ、アパレル、書籍等の売上高が前連結会計年度を上回ったこと
で、当連結会計年度売上高112,665百万円（前連結会計年度比8.0％増）と
なりました。人件費等の増加に対して、既存店売上高の伸長に伴い売上総利
益が増加した結果、セグメント利益6,369百万円（前連結会計年度比19.1％
増）となりました。

（プレミアムサービス事業）
　　当連結会計年度において、hugall６店舗（井筒屋中間ショップ店、柏髙島

屋ステーションモール店、芦屋モンテメール店、天神地下街店、KITTE大
阪店、井筒屋直方ショップ店）、aidect１店舗（日本橋髙島屋S.C.店）を出
店しました。

　　貴金属相場が引き続き高水準で推移したこと等を背景に、既存店及び催事
等による仕入金額の増加に伴い、売上高は前連結会計年度を上回り、当連結
会計年度売上高8,527百万円（前連結会計年度比18.8％増）となりました。
人件費等の増加を売上総利益の増加が上回った結果、セグメント利益160百
万円（前連結会計年度比258.0％増）となりました。

（海外事業）
　　当連結会計年度において、アメリカ合衆国にBOOKOFF３店舗（NOHO

店、HOUSTON店、NOVI店）を、マレーシア国にJalan Jalan Japan４店
舗 （Mesa Mall Nilai店 、Galleria Kotaraya店 、Wangsa Maju店 、
Summit USJ店）を出店しました。

　　アメリカ合衆国内の「BOOKOFF」、マレーシア国内の「Jalan Jalan 
Japan」それぞれにおいて新規出店及び過年度出店が寄与し、売上高は前連
結会計年度を上回り、当連結会計年度7,153百万円（前連結会計年度比
15.8％増）となりました。アメリカ合衆国においては、既存店売上高は好調
に推移したものの、倉庫増設など出店に向けた先行投資や出店時期の遅れに
よる費用の増加、マレーシア国においては既存店売上高が前連結会計年度を
下回ったこと等により、セグメント利益691百万円（前連結会計年度比
0.5％減）となりました。

②設備投資の状況
　当連結会計年度の設備投資総額は3,266百万円（店舗賃借に係る差入保証
金・リース資産を含む）であり、その主なものは、新規出店、既存店リニュ
ーアル及び店舗譲受による店舗網の拡充のほか、販売管理システム、販売サ
イト及び会員アプリ関連等のIT投資によるものであります。
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③資金調達の状況
　当連結会計年度は、前連結会計年度に引き続き、新規出店及び改装のほ
か、販売管理システムの開発等による新たな資金需要に対し、グループ内で
の資金効率化を進めつつ、金融機関からの借入金により調達をいたしまし
た。
　これらの結果、金融機関からの当連結会計年度末借入金残高は16,958百
万円（前連結会計年度末比404百万円減）、社債残高は4,340百万円（前連
結会計年度比660百万円減）となりました。

④事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当する重要な事項はありません。

⑤他の会社の事業の譲受けの状況
　該当する重要な事項はありません。

⑥吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状
況
　該当する重要な事項はありません。

⑦他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当する重要な事項はありません。
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主要な事業内容（2026年5月31日現在）
　当社グループの主要な事業内容は次のとおりです。

（国内ブックオフ事業）

１．子会社ブックオフコーポレーション㈱は、書籍、ソフトメディア、ト
レーディングカード、ホビー等のリユースショップ「BOOKOFF」のチ
ェーン本部としてフランチャイズシステムの運営及び直営店舗の運営を
行っております。また、総合リユースショップの展開を目指し、
「BOOKOFF」を中心に様々なリユース商材を集めた大型複合店
「BOOKOFF SUPER BAZAAR」と「BOOKOFF」にアパレル商材を
複合させた「BOOKOFF PLUS」の運営を行っており、書籍、ソフトメ
ディア、トレーディングカード、ホビー等の他、家電商品（オーディ
オ・ビジュアル商品、コンピューター等）、アパレル、スポーツ・アウ
トドア用品、ベビー用品、腕時計・ブランドバッグ・貴金属、食器・雑
貨等の買取及び販売を行っております。

　　またインターネット上で書籍・ソフトメディア等のリユースショップ
「BOOKOFF公式オンラインストア」の運営等を行っております。

２．子会社㈱ブックオフウィズは、国内で「BOOKOFF」店舗の運営及び
アパレル等のリユース店舗の運営を行っております。

３．子会社㈱ブックレットは、国内で「BOOKOFF」店舗の運営及びアパ
レル等のリユース店舗の運営を行っております。

４．子会社㈱ブックオフ沖縄は、国内で「BOOKOFF」店舗の運営及びア
パレル等のリユース店舗の運営を行っております。

５．子会社㈱マナスは、国内で「BOOKOFF」店舗の運営等を行っており
ます。

６．子会社㈱ブックオフ南九州は、国内で「BOOKOFF」店舗の運営等を
行っております。

７．子会社㈱ブックオフ北海道は、国内で「BOOKOFF」店舗の運営等を
行っております。

（プレミアムサービス事業）
　　子会社ブックオフコーポレーション㈱は、大手百貨店に設置した買取

窓口「hugall」、ジュエリーのリペア・リフォーム・買取販売等を行う
「aidect」、路面店での買取窓口「Rehello」の店舗運営等を行っており
ます。

　　また、インターネット上でブランドバッグやアパレル等の販売サイト
「Rehello」の運営等を行っております。
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（海外事業）
１ ． 子 会 社BOOKOFF U.S.A. INC. は 、 ア メ リ カ 合 衆 国 で

「BOOKOFF」店舗の運営等を行っております。
２．子会社BOK MARKETING SDN. BHD.は、マレーシア国でアパレル

等のリユース店舗「Jalan Jalan Japan」の運営等を行っております。
3．子会社BOOKOFF NEW YORK LLCは、アメリカ合衆国でアニメグ

ッズの販売専門店の運営を行っております。

　　なお、2026年３月に株式会社ブックオフインターナショナルを設立
し、2026年６月１日を効力発生日として海外事業に係る機能の一部を同
社に承継しております。

（その他）
１．子会社ブックオフコーポレーション㈱は、新刊書店「青山ブックセン

ター」店舗の運営及び家庭内の物品の整理・処分に関する個人向けサー
ビス「ブックオフおかたづけサービス」の提供を行っております。

２．子会社㈱BOチャンスは、国内でトレーディングカード専門店「Japan 
TCG Center」店舗の運営を行っております。

３．子会社㈱ブックオフ沖縄は、国内でトレーディングカード専門店
「Japan TCG Center」店舗の運営を行っております。

４．子会社ビーアシスト㈱は、店舗で販売する商品の加工業務等を通じ
て、当社グループの障がい者雇用を促進しております。

５．子会社㈱ブクログはインターネットレビューサイト「ブクログ」の運
営を行っております。
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区　分 第５期
(2023年5月期)

第６期
(2024年5月期)

第７期
(2025年5月期)

第８期
（当連結会計年度）
（2026年5月期）

売上高 (百万円) 101,843 111,657 119,205 130,123

経常利益 (百万円) 3,040 3,448 3,903 4,720

親会社株主に帰属す
る当期純利益 (百万円) 2,769 1,705 2,101 2,763

１株当たり当期純利
益 (円) 140.15 86.26 108.54 157.45

総資産 (百万円) 50,213 54,542 57,380 60,937

純資産 (百万円) 19,057 20,507 18,867 21,431

直前３事業年度の財産及び損益の状況
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会社名 資本金 当社議決
権比率 主な事業内容

ブックオフコーポレーション
株式会社 100百万円 100.0％

国内での「BOOKOFF」等店舗の運営
インターネット上での書籍・ソフトメ
デ ィ ア 等 の リ ユ ー ス シ ョ ッ プ
「BOOKOFF公式オンラインストア」
の運営

株式会社ブックオフウィズ 47百万円 100.0% 国内での「BOOKOFF」等店舗の運営

株式会社ブックレット 10百万円 100.0% 国内での「BOOKOFF」等店舗の運営

BOK MARKETING SDN. 
BHD.

3,800千
マレーシア
リンギット

70.0％ マ レ ー シ ア 国 で の 「Jalan Jalan 
Japan」等店舗の運営

BOOKOFF U.S.A. INC. 1,000千
米ドル 100.0% アメリカ合衆国での「BOOKOFF」等

店舗の運営

重要な親会社及び子会社の状況

①親会社の状況
　該当事項はありません。

②重要な子会社の状況

(注) １．当連結会計年度末日における当社の連結子会社は、上記の重要な子会社5社を含む14社であ
　　　　り、持分法適用関連会社は１社であります。
　　２．BOOKOFF U.S.A. INC.は、米国事業の拡大に伴い当社グループにおける重要性が高まった
　　　　ことから、当事業年度より重要な子会社として記載しております。

③その他重要な企業結合の状況
　該当事項はありません。
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対処すべき課題
　当社グループの対処すべき課題は以下のとおりと考えております。

① 事業ミッション「多くの人に楽しく豊かな生活を提供する」の実現
　当社グループは「多くの人に楽しく豊かな生活を提供する」を事業ミッシ
ョンとして掲げ、リユースのリーディングカンパニーとして顧客層を拡大
し、多くの人に最も安心してご利用いただけるリユースチェーンを目指し
て、大型複合店舗の出店やネットによる販売、各種イベント等を通じた最高
のリユース体験と、あらゆる客層に安心してリユースを利用できる場を提供
してまいります。
　そのために、店舗においてはお客様に楽しんでいただけるような売場作り
やサービス水準の確立、各種マニュアルの徹底や実践的な研修を通じたオペ
レーション水準の向上及び事業ミッションをイメージしたブランディング戦
略に基づく活動に取り組んでまいります。

② グループの事業方針に基づく持続可能な事業成長に向けた取組の実現
　当社グループは、国内ブックオフ事業を中心にBOOKOFF等店舗と取扱
う商品、サービスをより一層深化させるとともに、プレミアムサービス事業
と海外事業を中心に新たなお客様層や市場への更なる探索を実行して、事業
環境の変化に強いポートフォリオを構築し、持続可能な事業成長を実現して
まいります。

③ グループの持続可能な成長の中核となる人財の確保・育成
　当社グループが将来にわたり継続して企業価値を拡大していくため、未来
の経営を支える人財の確保・育成が急務であります。
　わが国の小売業界において人手不足並びに人件費の上昇など厳しい雇用環
境が続くなかで、各種業務プロセスの省力化による業務効率化や待遇の改
善、多様性に富んだ人財受け入れを可能とする人事制度の構築などにより、
積極的な採用を進める動きとともに、長く安心して働き続けられる環境を整
備し、「働きがい」と「働きやすさ」の両面で人財確保並びに人財育成に取
り組んでまいります。

④ サステナビリティ基本方針に基づく取組の推進
　当社グループは、「多くの人に楽しく豊かな生活を提供する」というミッ
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ションの下、中核であるリユースビジネスの事業活動の広がりにより、循環
型社会の形成が進み、持続可能な社会（サステナビリティ）に貢献できると
考えております。同時に、当社グループが事業運営においてもサステナビリ
ティを意識した活動が求められていると考えており、当社の考え方を「サス
テナビリティ基本方針」として策定し、その方針の下で取組を推進しており
ます。
　当社は、「人財（人的資本）」の充実と成長を第一におき、従業員個人の
持続的な成長と自己実現を後押しする機会の創出に努めるとともに、多様性
を尊重した雇用機会を提供します。その結果として、国内外にリユース・リ
サイクルの事業を拡大していくことによって、社会全体の持続可能性を高め
てまいります。
　また、気候変動への対応を重大な経営課題の一つとして認識しており、ガ
バナンスの強化と気候変動による移行リスク、物理的リスク及び機会につい
て、事業への影響を把握し、戦略の策定に取り組み、TCFD（気候関連財務
情報開示タスクフォース）に沿った当社グループホームページ等での開示に
ついて、質と量の向上を推進してまいります。

⑤ 企業倫理の徹底・浸透の拡充
　当社グループは、コンプライアンスの徹底を企業の社会的責任の根本と位
置づけ、各種ステークホルダーとの信頼関係を構築するために当社グループ
の役員及び従業員が遵守すべき指針として、「コンプライアンス・ガイドラ
イン」を制定しております。当ガイドラインの理念浸透と徹底に向けて、全
グループの役員及び従業員に対し、各種研修や会議、社内報やイントラネッ
トの活用等を通じて啓蒙活動を行ってまいります。
　また、アカウンタビリティー（説明責任）を確保するために、内部統制の
整備と運用による責任分担の透明化を推し進めるとともに、経営の適時適切
な情報開示や決算情報の早期開示の実現をはかってまいります。

⑥ 不正事案に対する再発防止策への取組
　当社グループは、2024年に当社子会社が運営する複数店舗において発生
した不正行為に対する対応として、2024年11月12日に再発防止策を策定い
たしました。再発防止策は、「店舗運営における業務ルールの見直しとシス
テム強化」、「業務統制に関するチェック強化」、「人員配置・評価基準の
見直し」、「コンプライアンス・企業倫理向上」から構成されております。
　それらの取組を通じて、予防的統制の強化にとどまらず、発見的統制（チ
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ェック）の実効性を高め、会社全体で不正を許さない姿勢を徹底することに
より、不正行為の抑止力を高める組織風土を構築してまいります。
　なお、2026年５月末時点においては、「システム改修による不正防止対
策」、「防犯カメラの増設」、「従業員アンケート」等については対応を完
了しております。
　「店舗運営人員増強に関連する対策」については、既に立案・実行を進め
ており、当該取組は継続的に実施していく予定であります。引き続き全体と
しての実効性を適切に評価・モニタリングしながら、これらの再発防止策を
継続してまいります。

⑦ ネットワーク環境の安定運用と業務継続性の確保
　当社グループにおいては、店舗運営及び各種業務におけるデジタル化の進
展に伴い、ネットワークへの依存度が高まっております。また、近年はサイ
バー攻撃の高度化等に伴い、情報セキュリティの重要性が一層高まっており
ます。このため、情報資産の適切な保護及び業務継続性の確保の観点から、
ネットワーク環境の整備及び情報セキュリティ対策の強化が重要な課題であ
ると認識しております。
　これに対し、安定的なネットワーク環境の構築及び情報セキュリティ対策
の強化を進めるとともに、障害発生時においても事業への影響を最小限に抑
え、早期復旧が可能となる体制の整備に取り組み、業務継続性の確保に努め
てまいります。
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事業 店　　舗　　数

国

内

ブ

ッ

ク

オ

フ

事

業

地　　域
北 海 道 ｢BOOKOFF PLUS５号札幌宮の沢店｣など18店舗

東 北 ｢BOOKOFF SUPER BAZAAR仙台泉古内店｣など22店舗

関

東

甲

信

越

茨 城 県 ｢BOOKOFF SUPER BAZAAR荒川沖店｣など12店舗

群 馬 県 ｢BOOKOFF SUPER BAZAAR17号前橋リリカ店｣など7店舗

埼 玉 県 ｢BOOKOFF SUPER BAZAAR大宮ステラタウン店｣など30店舗

千 葉 県
｢BOOKOFF SUPER BAZAARららぽーとTOKYO-BAYNorthGate

店｣など20店舗

東 京 都 ｢BOOKOFF SUPER BAZAAR多摩永山店｣など60店舗

神 奈 川 県 ｢BOOKOFF SUPER BAZAAR409号川崎港町店｣など41店舗

山 梨 県 ｢BOOKOFF PLUS甲府貢川店｣など6店舗

中 部 ・ 北 陸 ｢BOOKOFF SUPER BAZAAR248号西友岡崎店｣など37店舗

近 畿 ｢BOOKOFF SUPER BAZAAR307号枚方池之宮店｣など60店舗

中 国 ・ 四 国 ｢BOOKOFF SUPER BAZAAR広島段原店｣など19店舗

九 州 ・ 沖 縄 ｢BOOKOFF SUPER BAZAARアクロスプラザ佐世保店｣など34店舗

小 計 366店舗

プレミアムサービス事業 ｢ハグオール 大丸東京店｣など54店舗

海 外 事 業 ｢BOOKOFFニューヨーク西45丁目店｣など37店舗

そ の 他 ｢Japan TCG Center 吉祥寺駅北口店｣など9店舗

合 計 466店舗

主要な営業所（2026年5月31日現在）
①本　　部　　神奈川県相模原市南区古淵二丁目14番20号

②店　　舗
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事業部門 使用人数 前連結会計年度末比増減

国内ブックオフ事業 1,532 (4,823)名 132名増 (167名増)
プレミアムサービス事業 182 (103)名 7名増 (2名減)
海外事業 127 (476)名 16名減 (6名増)
その他 74 (123)名 5名増 (18名増)
全社（共通） 49 (10)名 2名減 (1名減)

合計 1,964 (5,535)名 126名増 (188名増)

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

49(10)名 2名減(1名減) 49.3歳 17.4年

使用人の状況（2026年5月31日現在）
①企業集団の使用人の状況

(注)１．使用人数は就業員数（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外か
ら当社グループへの出向者を含む）であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員
を外数で記載しております。

     ２．全社（共通）として記載している使用人数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所
属しているものであります。

②当社の使用人の状況

(注) 使用人数は就業員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であ
り、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
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借入先 借入金残高

株式会社みずほ銀行 3,738百万円
株式会社三井住友銀行 3,678
株式会社三菱UFJ銀行 3,007
株式会社きらぼし銀行 1,506
株式会社静岡銀行 1,361
株式会社横浜銀行 1,291

主要な借入先の状況（2026年5月31日現在）
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その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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①発行可能株式総数 40,000,000株

②発行済株式の総数 20,547,413株

③株主数 47,379名

株主名 持株数 持株比率

株式会社ハードオフコーポレーション 1,435,900株 8.18％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,172,600 6.68

ブックオフグループホールディングス従業員持株会 904,611 5.15

伊藤忠商事株式会社 879,000 5.00

丸善雄松堂株式会社 612,000 3.48

株式会社講談社 540,300 3.07

株式会社集英社 540,300 3.07

株式会社小学館 540,300 3.07

株式会社図書館流通センター 375,000 2.13

ブックオフコーポレーション加盟店持株会 352,654 2.00

株式の状況（2026年5月31日現在）

④大株主

(注)１. 当社は、自己株式を2,994,908株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております｡
２. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑤当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況
　当社は、2021年８月28日開催の第３回定時株主総会決議に基づき、譲渡
制限付株式報酬制度を導入しております。これを受け、2025年9月17日開
催の取締役会において譲渡制限付株式報酬として自己株式の処分を決議し、
同年10月17日付で取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除
く。）３名に対して自己株式6,000株の処分を行い、交付しております。
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新株予約権等の状況

①当事業年度の末日において、当社役員が保有している職務執行の対価として
交付された新株予約権の状況
　該当事項はありません。

②当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の
状況
　該当事項はありません。
③その他新株予約権等に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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男性６名　女性２名　（役員のうち女性の比率25.0％）
氏　名 地位及び担当等

堀 内 康 隆 代表取締役社長
渡 邉 憲 博 　　取締役
川 口 佳 子 　　取締役
鷹 野 正 明 　　取締役　　　　　　　　　　（社外取締役）　　（独立役員）
長 谷 川 　 秀 　 樹 　　取締役　　　　　　　　　　（社外取締役）　　（独立役員）
田 村 英 明 　　取締役（常勤監査等委員）
宮 　 原 　 さ つ き 　　取締役（監査等委員）　　　（社外取締役）　　（独立役員）
辻 井 康 裕 　　取締役（監査等委員）　　　（社外取締役）

会社役員の状況

①取締役の状況（2026年5月31日現在）

(注)１. 取締役鷹野正明氏、長谷川秀樹氏、宮原さつき氏及び辻井康裕氏は、社外取締役でありま
す。

２. 情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて監査の実効性を高め、監
査・監督機能を強化するために、田村英明氏を常勤の監査等委員として選定しておりま
す。

３. 当社は、取締役鷹野正明氏、長谷川秀樹氏及び宮原さつき氏を、当社が上場する金融商品
取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。

４. 川口佳子氏の、戸籍上の氏名は、鈴木佳子であります。

②事業年度中に辞任又は解任された役員
　該当事項はありません。
③責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に規定
する最低責任限度額としております。

④役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を
保険会社との間で締結しております。
イ. 被保険者の範囲
　当社及び子会社の取締役、監査役、執行役員、社外派遣役員及び管理職
従業員

ロ. 保険契約の内容の概要
　被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に
係る請求を受けることによって生ずる損害を当該保険契約により保険会社
が塡補するものであり、１年毎に契約更新しております。なお、保険料は
全額当社が負担しております。
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区　分 員　数
（名）

報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の額（百万円）
固定報酬 業績連動

報酬等
非金銭
報酬等

取 締 役
（監査等委員を除く）
( う ち 社 外 取 締 役 )

６
(２)

99
(11)

76
(11)

15
(－)

6
(－)

取締役（監査等委員）
( う ち 社 外 取 締 役 )

３
(２)

22
(7)

22
(7) － －

合 計
( う ち 社 外 取 締 役 )

９
(４)

121
(18)

98
(18)

15
(－)

6
(－)

ハ. 役員等の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置
　保険契約に一定の免責額の定めを設けているほか、被保険者による私的
利益や便宜供与、違法行為等による賠償責任については塡補の対象としな
いこととしております。

⑤監査等委員の財務及び会計に関する相当程度の知見
　常勤監査等委員田村英明氏は、2004年4月から2007年12月まで、ブック
オフコーポレーション株式会社の経理部ゼネラルマネージャーとして、決算
及び税務の統括業務に従事しておりました。また、公認会計士の資格を有し
ており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
　監査等委員宮原さつき氏は、公認会計士の資格及び大手監査法人における
パートナーとしての長年の経験を有するとともに、国内・海外の会計士団体
の役職を歴任しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており
ます。

⑥重要な兼職の状況
　代表取締役社長堀内康隆は、ブックオフコーポレーション株式会社代表取
締役社長を兼務しております。
　社外取締役の重要な兼職の状況については、後記｢社外役員に関する事項｣
に記載しております。
⑦取締役の報酬等
イ. 当事業年度に係る報酬等の総額

(注)１. 上記員数には、2025年８月23日開催の第７回定時株主総会終結の時をもって退任した取
締役（監査等委員を除く）１名及び社外取締役（監査等委員）１名を含み、同終結の時を
もって退任した無報酬の社外取締役（監査等委員）１名及び無報酬の社外取締役（監査等
委員）１名を含んでおりません。

２. 業績連動報酬等の内容は年次業績賞与であり、業績指標の内容及びその額の算定方法等は
「ホ.業績連動報酬等に関する事項」のとおりであります。

３. 非金銭報酬等の内容は当社の株式であり、割当ての際の条件等は「ヘ．非金銭報酬等の内
容」のとおりであります。

４. 取締役（監査等委員を除く）の報酬額は、2021年８月28日開催の第３回定時株主総会に
おいて、年額222百万円以内（うち社外取締役分22.2百万円以内）（使用人兼務取締役の
使用人分給与は含まない）と決議いただいております。また、前述の報酬額とは別枠で、
株式報酬の額として年額20百万円以内、株式数の上限を年２万株以内（社外取締役は付
与対象外）と決議いただいております。当該株主総会終結時点における取締役（監査等委
員を除く）の員数は、７名（うち、社外取締役は４名）です。

５. 取締役（監査等委員）の報酬額は、2021年８月28日開催の第３回定時株主総会におい
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て、年額36百万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点における取締
役（監査等委員）の員数は、３名（うち、社外取締役は２名）です。

ロ. 当事業年度に支払った役員退職慰労金
　該当事項はありません。

ハ. 社外役員が親会社又は子会社等から受けた役員報酬等の総額
　該当事項はありません。
ニ. 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容に
ついての決定に関する方針

　当社は、取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を除
く。）の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針を決議してお
ります。当該決議に際しては、あらかじめ決議する内容について報酬検討
委員会へ諮問し、答申を受けております。
　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役（監査等委員である取締役
を除く。）の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定
された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合しているこ
と、並びに報酬検討委員会からの答申が尊重されていることを確認してお
り、当該決定方針に沿うものであると判断しております。
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容に
ついての決定に関する方針の内容は次のとおりです。
ａ. 基本方針
・当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等は、職責
等及び業績等を踏まえた適正な水準とする。
・決定にあたっては、客観性と透明性が担保された手続きを経る。

ｂ. 固定報酬に関する方針
・固定報酬は、固定額の金銭により構成する。
・固定報酬の個人別の金額は、役位・職責等を勘案して決定する。

ｃ. 業績連動報酬等に関する方針
・業績連動報酬は、変動する額の金銭による年次業績賞与により構成す
る。
・年次業績賞与の個人別の金額は、対象期間の業績指標をもとに、あら
かじめ定めた計算式により決定する。

ｄ. 非金銭報酬等に関する方針
・非金銭報酬は、株式報酬である譲渡制限付株式報酬により構成する。
・譲渡制限付株式報酬の個人別の内容は、役位・職責等を勘案して決定
する。

ｅ. 報酬等の割合に関する方針
・業績連動報酬と非金銭報酬を合わせた割合は、固定報酬の割合を上回
らないものとする。
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業績指標 基準金額 実績金額
連結経常利益 4,000百万円 4,720百万円
連結純利益 2,200百万円 2,763百万円

・業務執行から独立した立場にある社外取締役（監査等委員である取締
役を除く。）の報酬は、その職務に鑑み、固定報酬のみで構成する。

ｆ. 報酬等の付与時期及び条件に関する方針
・固定報酬は、年額を12ヶ月に分割して支払う。
・業績連動報酬は、対象期間の業績指標確定ののち、一括して支払う。
・非金銭報酬の付与時期及び条件は、報酬検討委員会での検討を経て取
締役会において決定する。

ｇ. 報酬等の決定の委任に関する事項
・個人別の報酬額は、取締役会の決議により委任された報酬検討委員会
において決定し、その総額等を取締役会に報告する。
・報酬検討委員会は、客観性及び透明性を確保する観点から、社長１名
と複数の独立社外取締役で構成し、その過半数の賛成をもって決議す
る。

ホ. 業績連動報酬等に関する事項
　年次業績賞与は、事業年度毎に定めた連結経常利益及び連結純利益の会
社業績基準に対する達成度に応じて支給額を決定いたします。当該指標を
選択した理由は、経営上の目標達成状況を判断する客観的な指標であるた
めであります。役位ごとに定められた標準賞与額（会社業績基準100％達
成時に支給される金額）に対し、会社業績基準達成率に応じて、以下のと
おり一定の範囲内で支給額が変動するよう係数を乗じて算出しておりま
す。
　当事業年度における会社業績基準及び実績金額は次のとおりでありま
す。
・連結経常利益が基準50％未満又は連結純利益が基準50％未満
標準賞与額の０％

・連結経常利益が基準50％～150％及び連結純利益が基準50％～150％
標準賞与額の20％～200％

ヘ. 非金銭報酬等の内容
　企業価値の持続的な向上をはかるインセンティブを与えるとともに、株
主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、取締役（監査等
委員である取締役及び社外取締役を除く。）を対象とする譲渡制限付株式
報酬制度を導入しております。
　付与する株式数その他の条件は、株主総会において承認された内容に基
づいて報酬検討委員会で検討され、その答申を受けた取締役会において決
定されます。
　付与にあたり、譲渡制限期間中継続して当社の取締役その他一定の地位
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区　分 氏　名
取締役会
(13回開催)

監査等委員会
(16回開催)

出席回数
（回）

出席率
（％）

出席回数
（回）

出席率
（％）

取 締 役 鷹 野 正 明 13 100.0 － －
取 締 役 長谷川　秀　樹 13 100.0 － －
取締役(監査等委員) 宮　原　さつき 13 100.0 16 100.0
取締役(監査等委員) 辻 井 康 裕 10 100.0 12 100.0

を務めることが譲渡制限解除の条件であること、第三者への譲渡、担保権
の設定その他一切の処分を禁止すること及び一定の事由が生じた場合に当
社が当該株式の全部又は一部を無償で取得することなどが含まれる譲渡制
限付株式割当契約を、対象の取締役との間で締結しております。
ト. 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の決定に
係る委任に関する事項
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等に関して
は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容
についての決定に関する方針に基づき、取締役会決議により委任された報
酬検討委員会において具体的内容を決定しております。
　報酬検討委員会は、客観性と透明性を確保する観点から、代表取締役社
長堀内康隆と独立社外取締役である鷹野正明氏、長谷川秀樹氏及び宮原さ
つき氏によって構成しております。

⑧社外役員に関する事項
イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
　取締役鷹野正明氏は、株式会社たち吉の取締役相談役を兼務しておりま
す。同社と当社との間には特別な関係はありません。
　取締役長谷川秀樹氏は、ロケスタ株式会社の代表取締役社長を兼務して
おります。同社と当社との間には特別な関係はありません。
　取締役（監査等委員）宮原さつき氏は、キヤノンマーケティングジャパ
ン株式会社の社外取締役及び野村不動産ホールディングス株式会社の社外
取締役（監査等委員）を兼務しております。両社と当社との間には特別な
関係はありません。
　取締役（監査等委員）辻井康裕氏は、丸善雄松堂株式会社の執行役員を
兼務しております。同社と当社子会社との間には、店舗設備等に関する一
般的な取引関係があります。
ロ. 当事業年度における主な活動状況
・取締役会及び監査等委員会への出席状況

(注)１. 取締役辻井康裕氏は、2025年８月23日開催の第７回定時株主総会において新た
に選任されたため、就任以降の取締役会の開催回数は10回、監査等委員会の開催
回数は12回であります。

２. 上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款の規定に基づ
き、取締役会決議があったものとみなす書面決議が６回ありました。
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・社外取締役（監査等委員を除く）の取締役会等における発言状況及び期
待される役割に関して行った職務の概要
　取締役鷹野正明氏は、大型百貨店の運営に長く携わった経験及び地域
創生活動等で培った専門的な識見から、マーケティング及び顧客目線で
の店舗運営並びに地域と連携した事業活動に対して様々な助言等を行う
など、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たし
ております。また、指名諮問委員会・報酬検討委員会の委員として、客
観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程に
関与しております。
　取締役長谷川秀樹氏は、小売業界におけるITサービスの開発・運用に
長く携わった経験と専門的な識見から、中長期的なIT戦略及びシステム
開発におけるマネジメント全般に対して様々な助言等を行うなど、意思
決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしておりま
す。また、指名諮問委員会・報酬検討委員会の委員として、客観的・中
立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程に関与して
おります。
・社外取締役（監査等委員）の取締役会及び監査等委員会における発言状
況及び期待される役割に関して行った職務の概要
　取締役（監査等委員）宮原さつき氏は、公認会計士としての長年の豊
富かつグローバルな実務経験及び企業会計に関する専門的知見から、企
業グループ全体の業務・組織が適正であるための監督と様々な助言等を
行うなど、適切な役割を果たしております。また、指名諮問委員会・報
酬検討委員会の委員として、客観的・中立的立場で当社の役員候補者の
選定や役員報酬等の決定過程に関与しております。
　取締役（監査等委員）辻井康裕氏は、上場会社グループ企業の役員と
しての経験及び長年にわたる書店等の什器・内外装工事に関する実務経
験と専門的な知見から、コンプライアンス、リスクマネジメント、安全
管理等に関する監督と様々な助言等を行うなど、適切な役割を果たして
おります。
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報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 44百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額 66百万円

会計監査人の状況

①名　　　称　　有限責任監査法人トーマツ
②報酬等の額

(注)1.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に
係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。
2.監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算
出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等に
ついて同意の判断をいたしました。

③会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要
があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任
に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると
認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いた
します。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招
集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告い
たします。

④責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1)業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の
概要は以下のとおりであります。
①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制
イ．法令、社会規範、企業倫理等の遵守・尊重に関する基本方針・行動規範
である「コンプライアンス・ガイドライン」を策定し、当社及び当社子会
社（以下「当社グループ」という。）の取締役及び執行役員（以下「役
員」という。）並びに従業員に周知する。
ロ．コンプライアンス管理委員会を設置し、当社グループにおける法令、定
款及び社内規程の遵守状況等の確認と問題点の指摘及び改善策の提案等を
行う。
ハ．社外法律事務所等を通報先として通報者に不利益が及ばない内部通報窓
口を設置し、当社グループの役員及び従業員を対象として運用する。

ニ．業務執行部門から独立した内部監査部門が、当社グループ全体の内部監
査を実施する。

ホ．反社会的勢力との関係を排除するとともに、反社会的勢力からの不当な
要求に対しては、警察・弁護士等と緊密に連携し、当社グループを挙げて
毅然とした姿勢で対応する。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ．文書（電磁的記録を含む。）の保存・管理についての規程を策定し、当
社グループにおける文書管理の責任及び権限並びに文書の保存期間・管理
方法等を定める。
ロ．情報セキュリティ管理についての規程を策定し、適切な情報セキュリテ
ィレベルを確立・維持する。

ハ．情報システム管理についての規程を策定し、情報システムを安全に管
理・維持する。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ．リスクへの対応についての規程を策定し、当社グループにおけるリスク
情報の伝達・共有と初期対応及び対策本部の設置・運用を適切に行う。

ロ．サステナビリティ戦略委員会及びリスク管理委員会において、当社グル
ープにおけるリスクの確認と対応策の審議・提案を行う。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ．当社グループにおける会議体と部署及び役職の権限を規程に定め、適正
かつ効率的な意思決定と職務の執行を確保する。

ロ．業務の効率化を当社グループ横断で推進する。
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ハ．情報システムの利用を通じて当社グループの役員及び従業員の適切な情
報伝達と意思疎通を推進するとともに、会議体の資料等の事前確認及び保
管・閲覧を適切に行う。

⑤当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
イ．当社子会社を当社の一部署と位置づけ、子会社内の各組織を含めた指揮
命令系統及び権限並びに報告義務を設定し、当社グループ全体を網羅的・
統括的に管理する。
ロ．内部監査部門は、当社子会社を含めた当社グループ全体の内部監査を実
施する。

⑥財務報告の適正性を確保するための体制
イ．経理についての規程を策定し、法令及び会計基準に従って適正な会計処
理を行う。
ロ．法令及び証券取引所の規則を順守し、適正かつ適時に財務報告を行う。
ハ．内部監査部門は、全社的な内部統制の状況や業務プロセス等の把握・記
録を通じて評価及び改善結果の報告を行う。
ニ．財務報告に係る内部統制が適正に機能することを継続的に評価し、適宜
改善を行う。

⑦監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項及び当該取
締役及び使用人の他の取締役（監査等委員である取締役は除く。）からの独
立性に関する事項並びに当該取締役及び使用人に対する監査等委員会の指示
の実効性の確保に関する事項
イ．監査等委員会より、その職務を補助すべき使用人の配置の求めがあった
場合には、監査等委員会の職務を補助するための使用人を置くこととす
る。
ロ．当該使用人の人事については、監査等委員会と事前に協議を行い、同意
を得たうえで決定する。
ハ．当該使用人が、他部署の使用人を兼務する場合は、監査等委員会に係る
業務を優先して従事するものとする。

⑧監査等委員会への報告に関する体制、並びに報告をした者が当該報告をした
ことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制
イ．当社グループの役員及び従業員は、当社グループに著しい損害を及ぼす
おそれのある事実その他事業運営上の重要事項を適時、適切な方法により
監査等委員会に報告する。

ロ．内部監査部門は、監査の結果を適時、適切な方法により監査等委員会に
報告する。
ハ．通報者に不利益が及ばない内部通報窓口への通報状況とその処理の状況
を定期的に監査等委員会に報告する。

ニ．内部通報窓口への通報内容が監査等委員会の職務の執行に必要な範囲に
係る場合及び通報者が監査等委員会への通報を希望する場合は速やかに監
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査等委員会に通知する。
⑨監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務に関するものに限る。）につ
いて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
イ．監査等委員である取締役が、その職務の執行について生ずる費用の前払
い又は償還等の請求をしたときは、当該監査等委員である取締役の職務の
執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を
処理する。

⑩その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ．代表取締役は、監査等委員会と定期的な会合を実施するとともに、常勤
の監査等委員である取締役へ適宜必要な情報を提供し、監査等委員会との
意思疎通をはかる。
ロ．内部監査部門と監査等委員会は、適宜情報交換を行うとともに、連携し
て監査を行う。
ハ．当社グループの役員及び従業員は、監査等委員会又はその補助使用人か
ら業務執行に関する事項について報告及び関係資料の提出を求められたと
きは迅速適切に対応する。
ニ．常勤の監査等委員である取締役は、当社グループの重要な会議に参加す
るとともに、稟議書類等業務執行に係る重要な書類を閲覧し、重要な意思
決定の過程や業務の執行状況を把握する。

(2)業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社グループは、業務の適正を確保するための体制についての決定内容に基
づいて内部統制システムを運用しております。
　法令、定款及び社内規程の遵守状況を確認するコンプライアンス管理委員会
が毎月開催されており、その報告及び問題点の指摘並びに改善策の提案等が経
営会議において行われております。
　社外法律事務所等を通報先とする内部通報窓口は、通報者に不利益が及ばな
い運用が行われております。
　反社会的勢力との関係を排除するために、警察及びその関連団体との情報交
換を継続的に実施しております。
　職務の執行に係る文書・情報は、関係規程に則って適切に管理されておりま
す。
　会議体・部署・役職の権限等は、当社グループ全体を通して規定されてお
り、意思決定のための情報確認及び審議並びに結果の共有が、情報システム等
の利用により効率的に行われております。
　当社子会社は、当社グループ全体における指揮命令系統及び権限並びに報告
義務が設定されており、当社グループ全体のなかで網羅的・統括的に管理され
ております。
　サステナビリティ戦略委員会におけるリスクの特定及び毎月開催されるリス
ク管理委員会による対応策の審議とモニタリングが行われ、その報告及び提案
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等が経営会議において行われております。
　内部監査部門は、業務執行部門から独立した立場で当社グループ全体の監査
を実施し、その結果については、代表取締役社長、社内取締役及び常勤の監査
等委員である取締役との間で毎月１回・直接報告と協議が行われるとともに、
その内容は、都度、経営会議において報告され、取締役会においても定期的
に、必要と判断された場合は随時報告が行われております。また、内部統制部
門との情報交換・意見交換が適宜実施されております。
　常勤の監査等委員である取締役は、重要書類を適宜閲覧するとともに、社内
の重要な会議及び委員会に参加して、その意思決定の過程や業務の執行状況を
把握しております。
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会社の支配に関する基本方針
　該当事項はありません。
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特定完全子会社に関する事項
　該当事項はありません。
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剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、利益配分を経営の最重要事項の１つと認識し、内部留保については、
将来の企業価値向上につながる戦略的投資と財務体質の強化に対して有効に活用
してまいりたいと考えております。
　また、連結純利益に対する配当性向は20～30％程度を目安に、安定した配当
を継続していくことを基本方針といたします。
　なお、災害等の不測の事態が原因で株主総会を適時に開催することが困難であ
ると判断される場合において、株主総会の決議を要さずに剰余金の配当等を行う
ことを可能とするため、剰余金の配当等を取締役会決議によっても行い得る旨及
び中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。
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第 ８ 期

連 結 計 算 書 類

自　2025年６月 1 日
至　2026年５月31日

神奈川県相模原市南区古淵二丁目14番20号

ブックオフグループホールディングス株式会社
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連結貸借対照表 (2026年5月31日現在) (単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部
科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

流動資産

現金及び預金

売掛金

商品

その他

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物

土地

リース資産

その他

無形固定資産

ソフトウエア

ソフトウエア仮勘定

その他

投資その他の資産

投資有価証券

繰延税金資産

差入保証金

その他

貸倒引当金　

35,870

6,459

4,541

21,084

3,809

△23

25,066

12,847

5,139

1,228

4,280

2,198

1,864

1,704

81

78

10,354

231

2,539

7,492

222

△130 　

流動負債 20,873
買掛金 846
短期借入金 3,775
1年内償還予定社債 1,660
1年内返済予定長期借入金 3,483
リース債務 1,006
未払金 3,704
未払法人税等 1,018
賞与引当金 1,218
店舗等閉鎖損失引当金 57
その他の引当金 216
その他 3,885

固定負債 18,632
社債 2,680
長期借入金 9,699
リース債務 3,536
資産除去債務 2,542
その他 173

負債合計 39,505
純 資 産 の 部

株主資本 20,629
資本金 100
資本剰余金 6,869
利益剰余金 17,465
自己株式 △3,805
その他の包括利益累計額 519
その他有価証券評価差額金 75
為替換算調整勘定 443
非支配株主持分 283
純資産合計 21,431

資産合計 60,937 負債及び純資産合計 60,937

(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書 (2025年6月1日から2026年5月31日まで) (単位：百万円)

科 目 金 額
売上高 130,123
売上原価 56,295

売上総利益 73,827
販売費及び一般管理費 69,422

営業利益 4,405
営業外収益

自動販売機等設置料収入 120
古紙等リサイクル収入 259
その他 381 760

営業外費用
支払利息 336
持分法による投資損失 14
その他 93 445
経常利益 4,720

特別利益
固定資産売却益 4
投資有価証券売却益 67
移転補償金 90 161

特別損失
関係会社出資金売却損 52
店舗等閉鎖損失 69
店舗等閉鎖損失引当金繰入額 63
固定資産除却損 69
減損損失 231
その他 0 485

税金等調整前当期純利益 4,396
法人税、住民税及び事業税 1,694
法人税等調整額 △161 1,532
当期純利益 2,863
非支配株主に帰属する当期純利益 100
親会社株主に帰属する当期純利益 2,763

(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書 (2025年6月1日から2026年5月31日まで) (単位：百万円)

株　主　資　本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2025年6月1日　残高 100 6,867 15,140 △3,813 18,295

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △438 △438

親会社株主に帰属する
当期純利益 2,763 2,763

自己株式の処分 1 7 9

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － 1 2,324 7 2,334

2026年5月31日　残高 100 6,869 17,465 △3,805 20,629

その他の包括利益累計額
非支配

株主持分 純資産合計その他有価証
券評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の包括
利益累計額合計

2025年6月1日　残高 76 254 331 240 18,867

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △438

親会社株主に帰属する
当期純利益 2,763

自己株式の処分 9

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △1 188 187 43 230

連結会計年度中の変動額合計 △1 188 187 43 2,564

2026年5月31日　残高 75 443 519 283 21,431

(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴ 連結の範囲に関する事項
①連結子会社の数 14社

　　　主な連結子会社の名称 ①ブックオフコーポレーション㈱
②㈱ブックオフウィズ
③㈱ブックレット
④BOK MARKETING SDN. BHD.
⑤BOOKOFF U.S.A. INC.

　当連結会計年度において、㈱ブックオフ北海道及び㈱ブックオフインターナショナルを
新たに設立したため、連結の範囲に含めております。
　また、当連結会計年度において、J&K TRADING LLCの合弁契約を解消し、出資持分
を全て譲渡したため、連結の範囲から除いております。

②非連結子会社の状況
　　　該当事項はありません。

⑵ 持分法の適用に関する事項
①持分法を適用した関連会社の数 １社

持分法を適用した関連会社の名称 ㈱BOSパートナーズ

②持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社
　　　該当事項はありません。

⑶ 連結子会社の事業年度等に関する事項
　㈱ブックオフウィズ、㈱ブックレット、BOOKOFF U.S.A. INC.及びその連結子会社で
あるBOOKOFF NEW YORK LLCの決算日は２月末日であります。なお、連結計算書類
の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、連結決算日
までの期間に発生したグループ間の重要な取引については、連結上必要な調整を行ってお
ります。
　BOK MARKETING SDN. BHD.、ビーアシスト㈱、㈱ブクログの決算日は３月末日で
あります。なお、連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用して
おります。ただし、連結決算日までの期間に発生したグループ間の重要な取引について
は、連結上必要な調整を行っております。
　BOK MARKETING SDN. BHD.は、従来９月30日を決算日としておりましたが、グル
ープ内における決算業務の効率化及び決算情報の適時性向上のため、当連結会計年度より
決算日を３月31日に変更しております。なお、同社は従来より連結決算日に仮決算を実施
し連結計算書類を作成していたため、当該決算日変更による連結計算書類への影響はあり
ません。

－ 36 －



建物及び構築物 10～22年
その他  4～10年

ロ 無形固定資産(リース資産を除く) 定額法

　所有権移転外ファイナンス･リー
ス取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とす
る定額法

　使用権資産 定額法

⑷ 会計方針に関する事項
①重要な資産の評価基準及び評価方法

イ 有価証券
　　その他有価証券

　　市場価格のない株式等以外のもの ……時価法（評価差額は全部純資産直入法により処
理し、売却原価は移動平均法により算定）

　　市場価格のない株式等………………移動平均法による原価法
ロ デリバティブ……………………………時価法
ハ 棚卸資産

　商品
書籍・ソフトメディア（中古）、…総平均法による原価法
トレーディングカード、
ホビー商材、衣料品、
子供用品及び家電等
書籍（新品）…………………………売価還元法による原価法
スポーツ用品等………………………主に個別法による原価法
物流センター保管商品………………主に移動平均法による原価法
その他…………………………………主に移動平均法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）
　上記ソフトメディアとはCD、DVD、ビデオ、ゲーム等であります。

②重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ 有形固定資産(リース資産を除く) 当社及び国内連結子会社は定率法、在外連結子会

社は定額法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建
物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に
取得した建物附属設備及び構築物については定額
法

主な耐用年数

ハ リース資産

ニ 長期前払費用 均等償却
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③重要な引当金の計上基準
イ 貸倒引当金……………………………債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回
収不能見込額を計上しております。

ロ 賞与引当金……………………………従業員に対する賞与の支給に備えるため、翌連結
会計年度支給見込額のうち当連結会計年度の負担
に属する部分を計上しております。

ハ 店舗等閉鎖損失引当金………………店舗等の閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、
合理的に見込まれる損失額を計上しております。

④収益及び費用の計上基準
　当社グループは主にリユース事業を営んでおり、書籍・ソフトメディア、トレーディン
グカード、ホビー商材、家電商品、アパレル、腕時計・ブランドバッグ・貴金属等を販売
しております。これらの商品については、店舗における顧客への商品引き渡し時点におい
て顧客が支配を獲得し、履行義務が充足されると判断しており、当該引き渡し時点で収益
を認識しております。
　なお、当社グループは会員顧客向けのポイントプログラムを運営しており、付与したポ
イントは履行義務として識別し、使用実績率を考慮して算定した独立販売価格を算定して
取引価格を配分することで、契約負債の金額を算定しております。契約負債は、ポイント
の利用時及び失効時に取り崩しを行い、収益を認識しております。
　履行義務を充足してから対価を受領するまでの期間は、通常は１年以内であるため、当
該顧客との契約に基づく債権について、重要な金融要素の調整は行っておりません。

⑤重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及
び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整
勘定及び非支配株主持分に含めております。

⑥のれんの償却に関する事項
　のれんの償却については、効果の発現する見積期間を償却年数とし、定額法により償却
しております。
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連結貸借対照表計上額 減損損失計上額

有形固定資産 12,847 215

２. 会計上の見積りに関する注記
有形固定資産の減損

⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
（単位：百万円）

⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①算出方法

　当社グループは、各事業の管理区分単位ごとに資産を保有しております。
　キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、店舗を基本単位としてグルーピング
し、営業活動から生じる損益が継続してマイナスの場合や使用範囲又は方法について回
収可能価額を著しく低下させる変化があった場合等に減損の兆候を識別しております。
減損の兆候が把握された場合には、将来キャッシュ・フローを見積り、割引前将来キャ
ッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって減損損失の要否を判定し、回
収が見込めない資産又は資産グループについて、回収可能価額まで減損損失を計上して
おります。減損損失の認識及び測定には、減損の兆候が把握された店舗の翌連結会計年
度予算及びそれ以降の年度の将来キャッシュ・フローの見積りを使用しております。

②主要な仮定
　割引前将来キャッシュ・フローの算定は、適切な権限を有する経営者の承認を得た翌
連結会計年度の店舗予算を基礎に算定しております。当該キャッシュ・フローは、過去
の実績を基礎として、出店エリアの地域特性、営業の歴史、取扱商材のリユース市場に
おける取引ニーズの動向を踏まえて、各店舗の将来の売上高の成長予測や店舗における
パート・アルバイトの人件費等を検討し算定しております。各店舗の将来の売上高の成
長予測や店舗におけるパート・アルバイトの人件費等については、外部の市場環境や経
営環境等の変化の影響を受けるため、主要な仮定となります。

⑶ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　主要な仮定の見直しが必要な市場環境や経営環境等の重要な変化が生じた場合、翌連
結会計年度の連結計算書類において、追加の減損損失を計上する可能性があります。
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建物 166百万円
土地 476百万円

計 643百万円

1年内返済予定長期借入金 77百万円
長期借入金 317百万円

計 395百万円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 16,896百万円

３. 連結貸借対照表に関する注記
⑴ 担保に供している資産及び担保に係る債務

①担保に供している資産

②担保に係る債務

⑶ 契約負債
　契約負債については、流動負債の「その他」に計上しております。契約負債の金額は、
「７．収益認識に関する注記　(3)　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額
を理解するための情報　①契約資産及び契約負債の残高等」に記載しております。

４. 連結損益計算書に関する注記
顧客との契約から生じる収益
　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載してお
りません。顧客との契約から生じる収益の金額は、「７．収益認識に関する注記　⑴　顧客と
の契約から生じる収益を分解した情報」に記載しております。
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普通株式 20,547,413株

決議 株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日
2025年８月23日
定時株主総会

普通株式 438百万円 　　25円 2025年５月31日 2025年８月25日

決議 株式の種類
配当金の

総額
配当の原資

1株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2026年８月29日
定時株主総会

普通株式 631百万円 利益剰余金 36円 2026年５月31日 2026年８月31日

５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

⑵ 剰余金の配当に関する事項
①配当金支払額

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる
もの

2026年８月29日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次
のとおり提案しています。
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６. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの

借入により資金を調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために
利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、内部管理規

程に沿ってリスク低減をはかっております。
投資有価証券は主として株式であります。上場株式については市場価格の変動リスクに

晒されており、当該リスクに関しては定期的に時価の把握を行っております。また、非上
場株式は、業務上の関係を有する企業への出資であり、当該企業の信用リスクに晒されて
おります。当該リスクに関しては、内部管理規程に沿ってリスク低減をはかっておりま
す。

差入保証金は、主に店舗の賃貸借契約による差入保証金であり、賃貸主の信用リスクに
晒されております。当該リスクに関しては、内部管理規程に沿ってリスク低減をはかって
おります。

短期借入金、長期借入金、社債及びリース債務は、金利の変動リスク及び資金調達リス
クに晒されております。当該リスクに関しては、内部管理規程に沿った適切な資金運用を
行うことでリスク低減をはかっております。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクを回避する目的とし
た為替予約取引であります。当該取引については、内部管理規程に準じて管理を行ってお
ります。

③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を

採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表
計上額

時価 差額

⑴ 投資有価証券 (＊1)(＊2) 147 147 －

⑵ 差入保証金 7,492 6,528 △964

資産計 7,639 6,675 △964

⑴ 社債 (＊3) 4,340 4,245 △94

⑵ 長期借入金 (＊4) 13,183 13,068 △115

⑶ リース債務 (＊4) 4,543 4,494 △48

負債計 22,066 21,809 △257

デリバティブ取引 (＊5) (14) (14) －

区分 連結貸借対照表計上額

関係会社株式 39百万円

非上場株式 30百万円

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　2026年５月31日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時
価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、「現金及び預金」、「売
掛金」、「買掛金」、「短期借入金」、「未払金」及び「未払法人税等」については、現
金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることか
ら、記載を省略しております。

（単位：百万円）

（＊1）市場価格のない株式等は、「(1) 投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商
品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（＊2）投資事業有限責任組合への出資（連結貸借対照表計上額13百万円）は、「時価の算定
に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日）第
24-16項の取扱いを適用しており、「(1) 投資有価証券」には含めておりません。

（＊3）１年内に償還予定の社債を含んでおります。
（＊4）１年内に返済予定の長期借入金及びリース債務を含んでおります。
（＊5）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 147 － － 147

資産計 147 － － 147

デリバティブ取引

通貨関連 － 14 － 14

負債計 － 14 － 14

⑶ 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、
以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において
形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価
格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプッ
ト以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ
ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベル
に時価を分類しております。

①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：百万円）
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

差入保証金 － 6,528 － 6,528

資産計 － 6,528 － 6,528

社債 － 4,245 － 4,245

長期借入金 － 13,068 － 13,068

リース債務 － 4,494 － 4,494

負債計 － 21,809 － 21,809

②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されて
いるため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

デリバティブ取引
　為替予約の時価は、取引先金融機関から提示された価格等に基づいて算定しており、
レベル２の時価に分類しております。

差入保証金
　差入保証金の時価は、合理的に見積りした差入保証金の返還予定時期及び国債の利率
を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

社債
　当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額と、当該社債の残存期間及び信用リス
クを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類し
ております。

長期借入金及びリース債務
　これらの時価は、元利金の合計額と同様の新規取引を行った場合に想定される利率を
基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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（単位：百万円）

報告セグメント
その他
（注） 合計国内ブック

オフ事業
プレミアム
サービス

事業
海外事業 計

顧客との契約から
生じる収益 112,665 8,527 7,153 128,346 1,776 130,123

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 112,665 8,527 7,153 128,346 1,776 130,123

期首残高 期末残高
顧客との契約から生じた債権 3,888 4,541
契約負債 375 381

７. 収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）「その他」の区分は、当社グループ直営のトレーディングカード専門店「Japan TCG 
Center」の運営、家庭内にある物品をお客様に代わり片づける個人向けサービス「ブッ
クオフおかたづけサービス」の提供等であります。

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類
作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　⑷　会計方針に関する事項　④収益
及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

⑶　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①契約資産及び契約負債の残高等

　契約負債は主に、会員顧客向けのポイントのうち期末時点において履行義務を充足して
いない残高であり、連結貸借対照表上、流動負債「その他」に含まれております。

（単位：百万円）

②残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループにおいては、個別の契約期間が１年を超える重要な取引はありません。ま
た、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありま
せん。
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⑴ １株当たり純資産額 1,204円85銭
⑵ １株当たり当期純利益 157円45銭

セグメント 用途 種類 場所
減損損失

（百万円）

国内ブックオフ
事業

店舗 建物及び構築物等

BOOKOFF PLUS
ヨシヅヤ新稲沢店
（愛知県稲沢市）

ほか25店舗

176

プレミアム
サービス事業

店舗 建物及び構築物等

Rehello by BOOKOFF
田園調布店

（東京都大田区）
ほか４店舗

40

その他 事業所 ソフトウエア等 その他セグメント事業所 14

８. １株当たり情報に関する注記

９. その他の注記
⑴ 減損損失

　当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗等を基本単位とし
てグルーピングしております。

当連結会計年度において、営業活動から生じる損益が継続してマイナスの店舗及び設備
等で、今後も収益改善の可能性が低いと判断した店舗及び設備等、使用範囲の変更により
回収可能価額を著しく低下させる変化があった店舗及び設備等について、帳簿価額を回収
可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。

なお、回収可能価額は、店舗等については使用価値により測定しておりますが、将来キ
ャッシュ・フローに基づく使用価値がマイナスであるため、回収可能価額を零として評価
しております。
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繰延税金資産
貸倒引当金 54百万円
賞与引当金 428百万円
未払事業所税 77百万円
棚卸資産 319百万円
減損損失 252百万円
繰越欠損金 158百万円
資産除去債務 899百万円
その他 730百万円

繰延税金資産小計 2,920百万円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △56百万円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △107百万円

評価性引当額小計 △164百万円
繰延税金資産合計 2,755百万円
繰延税金負債

有形固定資産 △180百万円
その他 △37百万円

繰延税金負債合計 △217百万円
繰延税金資産（負債）の純額 2,537百万円

⑵ 税効果会計関係注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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第 ８ 期

計 算 書 類

自　2025年６月 1 日
至　2026年５月31日

神奈川県相模原市南区古淵二丁目14番20号

ブックオフグループホールディングス株式会社
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貸借対照表 （2026年5月31日現在） (単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部
科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

流動資産

現金及び預金

売掛金

前払費用

未収入金

短期貸付金

その他

固定資産

有形固定資産

工具、器具及び備品

投資その他の資産

投資有価証券

関係会社株式

長期貸付金

長期前払費用

繰延税金資産

その他

貸倒引当金　

14,236

2,053

161

55

0

11,959

5

23,427

2

2

23,425

160

8,345

14,880

14

99

10

△85　

流動負債 11,332
短期借入金 5,890
1年内償還予定社債 1,660
1年内返済予定長期借入金 3,466
未払金 206
未払費用 37
未払法人税等 3
預り金 5
賞与引当金 47
その他の引当金 15

固定負債 12,323
社債 2,680
長期借入金 9,643

負債合計 23,655
純 資 産 の 部

株主資本 13,931
資本金 100
資本剰余金 13,292
資本準備金 25
その他資本剰余金 13,267
利益剰余金 4,344
その他利益剰余金 4,344
繰越利益剰余金 4,344

自己株式 △3,805
評価・換算差額等 75
その他有価証券評価差額金 75

純資産合計 14,007
資産合計 37,663 負債及び純資産合計 37,663

(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書 (2025年6月1日から2026年5月31日まで) (単位：百万円)

科 目 金 額

営業収益 3,868

営業費用 1,830

営業利益 2,037

営業外収益

受取利息 388

受取配当金 6

その他 14 409

営業外費用

支払利息 260

社債利息 36

貸倒引当金繰入額 85

その他 0 382

経常利益 2,065

特別利益

投資有価証券売却益 67 67

税引前当期純利益 2,132

法人税、住民税及び事業税 4

法人税等調整額 38 42

当期純利益 2,089

(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書 (2025年6月1日から2026年5月31日まで) (単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

2025年6月1日 残高 100 25 13,265 13,290 2,693 2,693 △3,813 12,271

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △438 △438 △438

当期純利益 2,089 2,089 2,089

自己株式の処分 1 1 7 9

株主資本以外の
項目の事業年度中の
変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － 1 1 1,651 1,651 7 1,660

2026年5月31日 残高 100 25 13,267 13,292 4,344 4,344 △ 3,805 13,931

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

2025年6月1日 残高 78 78 12,349

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △438

当期純利益 2,089

自己株式の処分 9

株主資本以外の
項目の事業年度中の
変動額（純額）

△2 △2 △2

事業年度中の変動額合計 △2 △2 1,658

2026年5月31日 残高 75 75 14,007

(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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①有形固定資産（リース資産を除く） 定率法
主な耐用年数

工具、器具及び備品 10年

②無形固定資産（リース資産を除く） 定額法
主な耐用年数

社内利用のソフトウエア 5 年

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 資産の評価基準及び評価方法
　　有価証券の評価基準及び評価方法

イ 子会社株式及び関連会社株式…………移動平均法による原価法
ロ その他有価証券

　市場価格のない株式等以外のもの…時価法（評価差額は全部純資産直入法により処
理し、売却原価は移動平均法により算定）

　市場価格のない株式等………………移動平均法による原価法

⑵ 固定資産の減価償却の方法

⑶ 引当金の計上基準
イ 貸倒引当金…………………債権の貸倒による損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定

の債権について個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

ロ 賞与引当金…………………従業員に対する賞与の支給に備えるため、翌期支給見込額
のうち当期の負担に属する部分を計上しております。

⑷ 収益及び費用の計上基準
　純粋持株会社である当社の主な収益は、子会社から受け取る管理・業務受託料及び配当
金となります。このうち、管理・業務受託料は、子会社への契約内容に応じた業務を提供
することが履行義務であり、一定の期間にわたり当社の履行義務が充足されることから、
契約期間にわたり当該業務の提供に応じて収益を認識しております。

２. 会計上の見積りに関する注記
該当事項はありません。
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⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 2百万円

短期金銭債権 12,127百万円
長期金銭債権 14,890百万円
短期金銭債務 2,208百万円

⑴ 関係会社との営業取引 営業収益
営業費用

3,865百万円
457百万円

⑵ 関係会社との営業取引以外の取引 受取利息
支払利息

383百万円
33百万円

３. 貸借対照表に関する注記

⑵ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

４. 損益計算書に関する注記
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株式の種類
当事業年度

期首の株式数
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末の
株式数

普通株式 3,000,708株 200株 6,000株 2,994,908株

繰延税金資産
貸倒引当金 30百万円
関係会社株式 1,738百万円
賞与引当金 17百万円
投資有価証券評価損 2百万円
繰越欠損金 101百万円
その他 18百万円
繰延税金資産小計 1,907百万円
評価性引当額 △1,770百万円

繰延税金資産合計 137百万円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △37百万円
繰延税金負債合計 △37百万円
繰延税金資産（負債）の純額 99百万円

５. 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注1）普通株式の自己株式の株式数の増加200株は、譲渡制限付株式報酬対象者の退職に伴う
無償取得であります。

（注2）普通株式の自己株式の株式数の減少6,000株は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式
の処分であります。

６. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種 類 会社等の名称
議 決 権 等
の所有(被
所有)割合

関連当事者との
関係 取引の内容 取 引 金 額

( 百 万 円 ) 科 目 期 末 残 高
( 百 万 円 )

子会社

ブックオフ
コーポレーシ
ョン㈱

直接100％ 役員の兼任

管理・業務
受託料収入
(注1)

3,634 売掛金 149

グループ資金
取引(預り)
(注2)

157 短期借入金
(注2) 1,478

資金の貸付
(注3) 16,200 短期貸付金

(注3) 11,703

資金の回収
(注3) 15,164 長期貸付金

(注3) 14,308

利息の受取
(注3) 373 － －

利息の支払
(注3) 26 － －

担保の受入
(注4) 395 － －

債務被保証
(注5) 17,222 － －

ビーアシスト
㈱ 間接100％ 役員の兼任

管理・業務
委託料
(注1)

433 未払金 39

㈱BO チ ャ ン
ス 間接98％ 役員の兼任 資金の貸付

(注3) 300 長期貸付金
(注6) 243

⑴ １株当たり純資産額 798円05銭
⑵ １株当たり当期純利益 119円08銭

７. 関連当事者との取引に関する注記
　　子会社及び関連会社等

　取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1）管理・業務受託料収入及び管理・業務委託料については、双方協議のうえ合理的に決定しております。
（注2）当社グループは、グループの資金効率化のため資金を集約しており、この資金取引にかかる取引金額はグル

ープ資金取引に係るものであります。なお、グループ資金取引に係る取引金額は、純増減額を記載しており
ます。

（注3）資金の貸付・借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
（注4）当社は、金融機関からの借入に対して、担保の提供を受けております。
（注5）当社は、金融機関からの借入に対して、債務保証を受けております。
（注6）子会社への貸付金に対し、85百万円の貸倒引当金を計上しております。また、当事業年度において85百万

円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

８. 収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針に
係る事項に関する注記　⑷　収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

９. １株当たり情報に関する注記

10. その他の注記
該当事項はありません。
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監 査 報 告
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独立監査人の監査報告書
2026年7月15日

取締役会　御中
有限責任監査法人　トーマツ

東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 岩 下 　 万 樹
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 波多野　伸治

ブックオフグループホールディングス株式会社

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、ブックオフグループホールディングス
株式会社の2025年6月1日から2026年5月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、
連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行
った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、ブックオフグループホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業
集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事
業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内
容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、
当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に
おいて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要
な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重
要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任が
ある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤
謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立
の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により
発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与え
ると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
　・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ

スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

　・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

　・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

　・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は
状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連
結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表
示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。

　・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十
分かつ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人
は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独
で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための
セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以　上
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独立監査人の監査報告書
2026年7月15日

取締役会　御中
有限責任監査法人　トーマツ

東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 岩 下 　 万 樹
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 波多野　伸治

ブックオフグループホールディングス株式会社

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、ブックオフグループホールディン
グス株式会社の2025年6月1日から2026年5月31日までの第8期事業年度の計算書類、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以
下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業
体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人
としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ
適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内
容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な
誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
　・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ

スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

　・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

　・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

　・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起する
こと、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。

　・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構
成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための
セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。
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監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2025年６月１日から2026年５月31日までの第８期事業年度における取
締役の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたしま
す。
１.監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会
決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役
及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を
求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査部門と連携の
上、重要な会議に出席し、取締役、執行役員及び使用人等からその職務の執行に関する事
項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な
事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会
社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業
の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めま
した。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。
２.監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

監査等委員会の監査報告
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常勤監査等委員 田村　　英明 ㊞
監査等委員 宮原　さつき ㊞
監査等委員 辻井　　康裕 ㊞

2026年７月17日
ブックオフグループホールディングス株式会社　監査等委員会

（注）監査等委員宮原さつき及び辻井康裕は、会社法第2条第15号及び第331条第6項に規定する
社外取締役であります。
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